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　今回の相続税改正の中でも、
多くの国民に影響を及ぼすの
が、基礎控除額の引下げだ。平
成27年１月１日以後の相続か
ら、基礎控除額が５千万円から
３千万円に引き下げられ、法定
相続人１人当たりの控除額も１
千万円から600万円に縮小され
る。法定相続人が３人の場合、
単純計算で８千万円の控除額が
4800万円に、法定相続人が４人
の場合は９千万円が5400万円に
なる計算だ。
　財務省によると、平成23年度
の相続税の課税割合は4.1％。こ
れが今回の相続税の改正によっ
て６％程度まで上昇すると予測
されている。
　課税割合が２％アップするこ
とに対し、「改正後も相続税がか
かるのはごく一部の富裕層だ
け」との見方もあるが、都市部
でマイホームを所有する場合、
それだけで改正後の基礎控除額

を超えてしまい、課税対象者と
なる可能性もある。税理士法人
タクトコンサルティングの遠藤
純一情報企画室課長も、「シミュ
レーション上では相続税の課税
割合は全国平均で４％から６％
まで増えますが、都市部では東
京都で13.53％、愛知で11.82
％、大阪で7.02％まで上昇する
ほか、東京23区に至っては４人
に１人が課税されるという試算
もあります」と指摘する。
　一方、富裕層としては、相続
税率の変更が気になるところ。
税率区分が６段階から８段階に
変更され、最高税率が50％から
55％に引き上げられるほか、各
人の取得財産が２億円超～３億
円以下については、新たな税率
区分として45％の税率が適用さ
れる。このラインに該当すれば
増税となるだけに、今後の相続
対策にも大きな影響を及ぼしそ
うだ。

　高齢化社会が進むに連れて、
被相続人数（亡くなった人）も
年々増加傾向にある。国税庁が
昨年末に発表した平成24年分の
相続税の申告状況によると、同
年分（平成24年１月１日～平成
24年12月31日）の被相続人数
（亡くなった人）は過去最高の
約126万人。平成22年分から３
年連続で120万人を超えてい
る。相続税の課税対象（平成24
年10月31日までに提出された相
続税額のある申告書に基づき集
計）となった被相続人数は約５
万２千人、課税割合は4.2％とな
り、平成23年より0.1ポイントの
増加となった。
　オーナー経営者の場合、相続
税対策だけでなく、会社を次の
世代にバトンタッチする『事業
承継対策』も欠かすことができ
ない重要課題。特に、中小企業
の後継者不在が問題となってい
るだけに、Ｍ＆Ａなどを視野に
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入れた対策も必要となってくる
だろう。いずれにしても、相続
税や事業承継を含めた相続全般
の問題を解決するためには、早
いうちに対策を打つことが成功
のカギといえる。その際、適切
なアドバイスを提供してくれる
相談相手の存在は欠かすことが
できない。その相談相手の筆頭
となるのは、まさに税理士事務
所といえるだろう。

※今号は、相続・事業承継支援
において参考になる情報を集め
た『相続・事業承継特集号』を
お届けします。

　事業承継や相続税などの
事前対策として多くの税理
士事務所で利用されている
制度があります。それは、
全国税理士共栄会（南口純
一会長）が推進している『Ｖ
ＩＰ大型総合保障制度』で
す。
　『ＶＩＰ大型総合保障制
度』は、中小企業や個人事
業主が抱える様々な問題を
５つの充実したプランで解
決し、税理士先生とその家
族および従業員、さらに関
与先企業の経営者と家族お
よび従業員の「暮らしと事

業」の発展を応援しています。
　プランのひとつ「経営者大型
保険（集団扱定期保険）」は、掛
捨の割安な保険料で、入院や手
術を含む総合的な保障をする大
型の生命保険です。経営者に万
一のことがあった時、最高２億
円の大型保障で企業を守りま
す。次に、『経営者保険総合プ
ラン』では、働き盛りの経営者
の生涯保障や役員・幹部社員の
退職金準備等に活用できるよ
う、終身保険、養老保険、逓増
定期保険等、多彩な保険が用意
されています。
　このほかにも、介護保険や生

活習慣病保険、高度先進医療保
険など医療保険全般がそろった
「経営者スーパープラン」、突
然の病気やケガで仕事が出来
ず、収入が途絶えた時に毎月の
いろいろな費用をしっかりカ
バーする「団体所得補償保険」、
「新・団体医療保険」により、
中小企業や個人事業主の方々を
総合的にバックアップしていま
す。
　中小企業を取り巻く環境とし
ては、平成25年度税制改正に
よって、より多くの中小企業が
事業承継税制を活用できるよう
適用要件を緩和するとともに、

負担の軽減、手続きの簡素化な
どによって抜本的な見直しが行
われることになりました。ま
た、格差是正や富の再分配の観
点から相続税の基礎控除が引き
下げられるとともに、相続税の
最高税率を55％に引き上げるな
ど、税率構造の見直しも行われ
ます。
　今後、事業承継や相続税の事
前対策はさらに重要度が増すこ
とが予想されますので、税理士
先生のサポートがますます期待
されるところです。

事業承継や相続税の問題を充実したプランで解決
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弊社では、プライバシーマークを取得しており、
お客様からお預かりする個人情報を保護します。

お問い合わせは、
事務代行会社

☎03－3345－0888
（㈱美研鑑定より折り返しご連絡いたします。）

Q

A

美術品の相続評価額は、作品の購入価格が
基準になるのでしょうか。

いいえ。相続評価は、需要と供給による市場価
値を基準としますので、購入価格とは大きく異
なる場合があります。美術品市場の変動によ
って10分の１の評価額になる物もあります。

Q

A

美術書籍に記載されている価格が、
作家作品の価格ですか？

いいえ。美術書籍を目安とすることはあります
が、この価格がすべての作品に当てはまると
は限りません。シミ、焼け、剥離、折れなどのコ
ンディションが評価に影響します。

　相続人の判定や相続計算を簡
単にシミュレーションできるア
プリ「スマート相続診断」が注
目を集めている。
　アプリ（アプリケーション）
とは、簡単に言うと、特定の目
的のために作られたコンピュー
ターのソフトウェア。「スマート
相続診断」は、スマートフォン
やタブレットを使って誰でも簡
単にできる相続診断ソフトだ。
　相続アプリを監修したのは、
税理士法人アーク＆パートナー
ズ（東京・中央区、代表社員＝
内藤克税理士）。きっかけは、同
税理士法人の企画会議で出され
た「税理士がｉPadの中に入っ
ているようなアプリを作りた
い」という提案だ。「最初は難し
いと思いましたが、Apple社の
コンサルを受けた後、開発業者
を紹介してもらい、毎週水曜

日、52週間かけて資産税専門の
税理士や弁護士などの意見も取
り入れながら徹底的に作り込み
ました」（内藤税理士）。
　相続アプリの一番の特徴は、
質問に答えるだけで、専門知識
がなくても簡単に相続税を計算
できる点だ。診断の流れとして
は、相続人を判定して親族図を
作成。その後、相続財産や負債
を入力し、相続人に財産を振り
分ける。ボタンひとつで法定相
続分の自動振り分けも可能だ。
最後に、各相続人の相続税額が
表示されるほか、納税資金対策
を考える上で欠かせない納税資
金の不足額も計算される。
　さらに、平成27年以降の相続
税の改正にも対応しており、切
り替えボタンを押すと、「現在
の税制」と「平成27年以降の税
制」の両方の試算が瞬時にでき

る点も見逃せない。診断結果を
パソコンに送信すれば印刷する
ことも可能だ。
　誰でも簡単に相続診断ができ
るほか、1000円という低価格も
評判で、リリースされて以来、
ダウンロード数は着々と増え続
けている。内藤税理士は、「自
分たちの業務効率化のために開
発したアプリですが、ダウン
ロード数の多さに驚いていま
す。これからは莫大なコストを
かけて自社で管理システムを構
築するのではなく、スマート
フォンやタブレットをベースに
アプリ化する時代が来ているこ
とを実感しました」という。
　昨年10月には「スマート相続
診断」アプリの発売記念として
「Ginza　Apple　Store」にお
いて「ⅰPadを活用した相続シ
ミュレーション」のセミナーを

開催、会場は超満員となった。中
でも、相続支援に携わる専門家
なども多数参加し、相続アプリ
を活用したビジネス展開を模索
していた。
　「関与先に相続対策の必要性
を考えてもらうためのツールに
なると思いますので、ほかの税
理士事務所でも利用して頂けた
ら、苦労して作った甲斐があり
ますね」（内藤税理士）。

　辻・本郷税理士法人（本部＝
東京・新宿区、理事長・代表社
員＝本郷孔洋公認会計士・税理
士）が昨年開設した「全国女性
相続センター」。そのコンセプト
は、まさに「女性税理士による
女性のための相続税申告のサ
ポート」にある。
　相続税に関する相談者は、専
業主婦など納税に馴染みが少な
い女性が多く、その際、「担当者
を女性税理士にお願いしたい」
と言われることも少なくない。
また、相談者からは財産だけで
なく、家族間のトラブルなど、
プライベートな相談に及ぶこと

も多々ある。こうした状況を踏
まえ、「同じ女性という立場だ
からこそ理解が求められること
があります。女性の方々に安心
して相談できる場を提供したい
という思いが、センター開設の
きっかけです」（全国女性相続セ
ンター・総センター長＝宮村百
合子税理士）。
　業務の柱は、相続税の申告業
務の受注だが、相続税の試算や
事前対策などについても、女性
ならではのきめ細やかな対応で
円満相続の実現に向けた提案を
行う。主なターゲットは、一次
相続が発生する女性相続人だ。

　開業医のＡさんは、顧問税理
士から直系尊属からの教育資金
の一括贈与の非課税措置（措置
法70条の2の2）、いわゆる『教
育資金贈与特例』について説明
を受け、長男の子供である可愛
い孫娘に同特例を使って贈与す
ることを決めた。しかし、「実行
できなかったんですよ・・・」と
嘆いている。
　平成25年度税制改正で注目さ
れた同特例は1500万円まで資産
移転ができることから相続税対
策ともなり、また子や孫にも喜
ばれるため、まさにイイコト尽
くめ。一般社団法人信託協会の
調べでは、制度開始の平成25年
４月から半年間で教育資金贈与
信託の契約数は４万162件、信
託財産設定額は2607億円と̏活

況 ̏  を呈している。
　だが、この特例、注意したい
のは、子や孫の受贈者ごとに
1500万円の非課税枠が設けられ
ている点だ。相続時精算課税の
ように贈与者ベースで2500万円
の特別控除枠があるものとは制
度設計が異なっている。
　冒頭のＡさんは、孫娘に贈与
をしようとしたところ、すでに
長男のお嫁さんの実家（こちら
も病院を経営）から1500万円の
贈与が行われていたことが発
覚。Ａさんが特例を活用しよう
にも孫の非課税枠が残されてい
なかったのだ。
　贈与者の思惑が交錯するケー
スもあるだけに、同特例を活用
する場合は、関係者による贈与
状況などを確認しておきたい。

　窓口は、同センターの新宿本
部が一括して受けるが、地方か
らの依頼については、そのエリ
アに近い各拠点に配置された女
性税理士に引き継ぎ、現場で対
応している。１時間以内の初回
相談は無料だ。メンバーは、同
税理士法人の精鋭部隊で結成さ
れ、総勢20名を超す。各専門家
との連携によって総合的なサー
ビスが受けられるのも、同セン
ターの強みといえる。
　センター開設から半年を経過
したが、すでに各地から相談が
寄せられている。今後について
総センター長の宮村税理士は、

「女性税理士に相談したい方を
引き付けるため、インターネッ
トのサイトを充実させるほか、
事業拡大策として、個人で開業
する全国の女性税理士とのアラ
イアンスも視野に入れていま
す。女性税理士の中には、相続
を手掛けていきたいという志向
の方も多く、全国対応というス
ケールメリットを活かすために
も、全国に受け皿づくりを拡げ
ていく構想があります」とい
う。
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非上場株式の相続税評価非上場株式の相続税評価
～原則的評価方式と特例的評価方式～

非上場会社の経営者に係る相続税申告において、その会社の株式の評価でミスが生じることがある。
非上場株式の評価額は、保有する議決権数などによって異なるため、個々の相続人の状況に応じて
的確な処理を行いたいところだ。そこで、税理士法人タクトコンサルティングの山崎信義税理士に
非上場株式の相続税評価について解説してもらう。

１．非上場株式の相続税の評価方式の考え方

　非上場株式は、その株式を所有する株主の
議決権割合により価値が異なります。例えば
発行会社の創業者一族のような同族株主は、
その会社の株式の議決権の大部分を所有し、
その所有を通じて会社を支配しているので、
その所有株式には「会社支配権」としての価
値があります。これに対し、同族以外の従業
員や役員は、株主である場合でもたいてい少
数の議決権しか有しないため、会社からの配
当を期待する権利を持つにとどまります。
　このため財産評価基本通達（財基通）で
は、非上場株式の評価を次の通りに定めてい
ます。すなわち、①相続等により議決権総数
のうち一定割合以上の議決権を有することに
なる株主が、その相続等により取得した株式
については、株式の発行会社（評価会社）の
業績や資産内容に基づく「原則的評価方式」
により評価し、②それ以外の株主が相続等に
より取得した株式（財基通188の「同族株主
以外の株主等が取得した株式」）について
は、評価会社の配当実績に基づく「特例的評
価方式」（配当還元価額）により評価すると
しています（財基通178、179、188、
188-2）。

２．非上場株式を親族に相続等させる場合の
評価方式の適用要件の整理

　適用される評価方式を決める最重要のキー
ワードは、「同族株主」です。「同族株主」と
は、原則、課税時期（相続等のあった日）に
おける評価会社の株主のうち、株主の１人及
びその親族等の同族関係者（その株主の６親
等内の親族とその株主が支配する会社から構
成されます)の議決権割合（その株主の有す
る議決権数÷評価会社の議決権総数）が30％
以上である場合における、その株主及びその
同族関係者をいいます（財基通188（1））。
　そして、非上場株式の発行会社が「同族株
主がいる会社」か否かを判定し、「同族株主
がいる会社」であれば、次の通り適用される
評価方法が決定されます(なお、その会社が
「同族株主がいない会社」である場合は、相
続等によりその株式を取得した株主が188(3)
と(4)に該当する場合に限り特例的評価方式
が適用され、それらに該当しない場合には原
則的評価方式が適用されます)。
　同族株主に属する個人株主が個人から相続
等により取得した非上場株式の相続税評価方
式は、その取得後の議決権割合に応じ、次の
通りとなります。

（１）その議決権割合が5％以上の同族株主
の株式

　　　 …原則的評価方式により評価します。
（２）その議決権割合が5％未満の同族株主

の株式
①評価会社に「中心的な同族株主」がいな
い場合は、原則的評価方式により評価し
ます。

②評価会社に「中心的な同族株主」がいる
場合は、その同族株主が次のいずれかに
当たるかに応じ、それぞれに掲げる方式
で評価します。
イ．中心的な同族株主
　…原則的評価方式により評価します。
ロ．課税時期において評価会社の役員で
ある同族株主または課税時期の翌日か
ら法定申告期限までの間に評価会社の
役員となる同族株主

　…原則的評価方式により評価します。
ハ．イ及びロ以外の同族株主
　…特例的評価方式により評価します。

　　なお「中心的な同族株主」とは、同族
株主のいる会社の株主で、課税時期にお
いて次のイ～ハの株主グループの有する
議決権の合計数が、評価会社の議決権総
数の25％以上である場合における、その
株主をいいます（財基通188（２））。
イ．同族株主の１人
ロ．イの株主の配偶者、直系血族、兄弟
姉妹及び一親等の姻族

ハ．イ及びロの者の同族関係者である会
社のうち、イ及びロの者が有する議決
権の合計数が、その会社の議決権総数
の25％以上である会社

３．事例による非上場株式の相続税評価方式
の判定
　
（１）事例の概要
　平成25年12月に非上場会社である株式会
社Ｘ（以下「Ｘ社」という）の創業者甲が死亡し
ました。甲の遺言により、その所有していたＸ
社の株式10,000株のうち、6,200株はＸ社の
代表取締役である長男Ａが、孫Ｂ（次男の
子）、孫Ｃ（長女の子）、孫Ｄ（次女の子）およ
び孫Ｅ（三男の子）が、それぞれ950株ずつ取
得しました。甲の相続開始前後におけるＸ社
の株主の所有株数の内訳は、次の通りです。

【相続開始前のＸ社の株主と所有株数】
被相続人甲：10,000株、長男Ａ：10,000株
【相続開始後のＸ社の株主と所有株数】
長男Ａ：16,200株、孫Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ：各950株
(注)Ｘ社の発行済株式総数は20,000株です。
　この場合、甲に係る相続税の計算上、長男
Ａと孫Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅが取得した株式はどのよ
うに評価するのでしょうか。なお、Ｂ・Ｃ・Ｄ・
ＥはＸ社の役員ではありません。Ｘ社株式は
全て1株1議決権の普通株式です。

（２）適用される評価方式の判定
　①長男Ａの取得した株式の評価
　　長男Ａは、相続後において単独で議決
権割合81％を有する同族株主です。よっ
て、長男Ａが取得した株式は、原則的評
価方式により評価します。

　②孫Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅの取得した株式の評価
　　Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅから見てＡは叔父に当た
り、同族関係者です。Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＥとＡで
Ｘ社の議決権割合100％を有しているの
で、Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅは同族株主になります。

　　次に中心的な同族株主の判定を行う
と、Ａは単独で議決権割合81％を有して
いるので中心的な同族株主となり、Ｘ社
は中心的な同族株主のいる会社に該当し
ます。
　　Ｂは、所有する議決権の割合が4.75％
（5％未満）であり、かつ、Ｘ社の役員
でもありません。Ａ（Ｂの叔父）とＣ・
Ｄ・Ｅ（Ｂのいとこ）は、Ｂの配偶者、直系
血族、兄弟姉妹、一親等の姻族のいずれ
にも該当せず、Ｂ単独でＸ社の議決権割
合を4.75％有するのみなので、Ｂは中心
的な同族株主ではありません。
　　したがってＢが遺贈により取得した株
式は、特例的評価方式により評価しま
す。Ｃ・Ｄ・Ｅについても、Ｂと同様に、
甲から遺贈により取得した株式は、特例
的評価方式により評価します。
　　孫Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅのように、たとえ同族
株主であっても自身の直系血族以外の者
（叔父Ａ）が中心的な同族株主であり、
株式取得後の議決権割合はそれぞれ5％
未満、かつ評価会社の役員に就任しない
場合、遺贈により取得した非上場株式は
特例的評価方式により評価することにな
ります。

（３）普通株式を無議決権株式に転換後、親
族に移転する場合
　前述（１）の事例において、甲が生前にそ
の所有するＸ社株式10,000株を無議決権株
式（配当優先権等の付与なし）に転換してお
き、この無議決権株式を孫Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅに各
2,500株（持株割合としては各12.5％）を遺
贈した場合、その無議決権株式の相続税法上
の評価は、どのようになるのでしょうか。

　Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＥはＡの同族関係者として同族
株主ではあるものの、その株式は取得した無
議決権株式ですから、Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅが有するこ
ととなる議決権の割合はゼロ（5％未満）で
す。したがって、Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅが遺贈により
取得したＸ社株式は、特例的評価方式により
評価されます。
　ただし、Ｘ社全体の企業価値は、甲の所有
株式の無議決権株式化の前後で変わらないと
ころ、甲が10,000株の普通株式を通じ同族
株主（中心的な同族株主）として有していた
Ｘ社の価値のうち、会社に対する支配権に係
る部分が、その無議決権株式化により長男Ａ
に無償で移転したと考えられます。これによ
りＡは、会社支配権の基礎となるＸ社の議決
権を全て所有するという法的・経済的利益を
得たとみることができます。この場合、相続
税法9条の規定により、甲からＡにその利益
相当額の贈与があったものとみなされるおそ
れがあるので、慎重な検討が必要です。

平成2年同志社大学経済学部卒。都市銀行のプライベート
バンキング部門およびシンクタンクで税務コンサルティン
グ業務に従事し、平成5年税理士試験合格。平成13年タク
トコンサルティング入社（現在：情報企画室室長）。相続、譲
渡、事業承継から企業組織再編まで、資産税を機軸とした
幅広いコンサルティング業務に携わる。
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現場視点で事例研究を重ね、
円満かつ円滑な相続の実現へ

伊藤  久夫氏（日本相続学会会長・ＦＰ）

平川　茂氏（日本相続学会副会長・税理士）

吉田  修平氏（日本相続学会副会長・弁護士）

一般社団法人日本相続学会

「相続学」という
学問領域を確立

伊藤 久夫氏
日本相続学会会長

平川 茂氏
日本相続学会副会長

吉田 修平氏
日本相続学会副会長

『相続学』という新しい学問領域を確立し、様々な分野の実務家などが、

円満かつ円滑な相続を目指して事例研究や政策提言を行うことを目的に

旗揚げされた一般社団法人日本相続学会。会長ならびに副会長を務めて

いる実務家３人に、日本の相続制度の問題点や日本相続学会の設立経緯、

現在の活動状況などについて話を聞いた。

日本相続学会の詳細、入会のご案内は、同学会のホームページをご覧ください。  http://www.souzoku-gakkai.jp

――学会設立の経緯からお聞きします。
伊藤：以前、生命保険会社に勤めていた頃、
相続争いを避けるために保険金を準備したも
のの、実際にお届けすると『争族』になるケー
スが多々ありました。金銭トラブルで一度絶
縁した家族や兄弟の関係を修復させるには、
長すぎるほどの時間を要します。私は何とか
世の中から『争族』をなくすような活動がで
きないかと考え、たどり着いたのが、相続に
関係する実務家などが連携し、円満な相続の
実現に向けて活動する組織の設立でした。吉
田先生に相談したところ、「円満だけではダ
メです。円満かつ円滑な相続の実現を目指し
ましょう」と助言をいただき、そこから平川先
生をはじめ、相続の現状に疑問を抱いている
実務家など６人が集まり、平成23年11月、日
本相続学会の設立準備会を立ち上げました。
それから議論を重ね、平成24年11月に任意団
体として日本相続学会を設立しました。
――日本相続学会の設立に向けて、どんなこ
とを話し合いましたか。
吉田：メンバー全員が気を付けたのは、『相
続法学会』にしてはいけないという点です。
相続法学会となると、法律家ばかりが集ま
り、机上の空論で終わってしまう恐れがあり
ます。最近、相続に関する雑誌などが売れて
いますが、実際に『争族』で苦しんでいる方
が読んでも、具体的な解決策はほとんど書い
ていません。日本相続学会は、相続問題の全
体像を捉えた『相続学』という新しい学問領
域を確立し、相続で失敗したケース、不幸せ
になったケースなど、現場で起きている『争
族』の問題を真正面から捉え、研究活動を通
じて円満かつ円滑な相続の実現に少しでも役
立つことを使命としています。
平川：学会という名称を付けると、学者が集
まって論文を発表するような固いイメージが
ありますが、そもそも現場で活かせる内容を
議論しなければ、自己満足で終わってしまい
ます。現場で起きた生の事例を取り上げ、会
員同士が知恵を出し合い、それを世の中に発
信することで多くの人に役立ててもらう。同
時に自分たちの勉強にもなる。そのために
は、成功事例だけではなく失敗事例も研究し
なければ意味がないし、節税方法などのテク
ニカルな話も必要なわけです。
――学会設立後の活動についてお聞きします。
伊藤：まずは学会設立の趣旨などを知っても
らうため、「円満な相続を阻む問題点整理」
という共通したテーマで、様々な分野の実務
家が講師となってリレーセミナーを実施して
きました。１年間で19回、延べ700人の方に
受講して頂きました。リレーセミナーも無事
に終了し、現在は研究部会と地方部会を中心
に活動を展開しています。
――吉田先生は研究部会の部会長、平川先生
は地方部会の部会長を務めていますね。
吉田：はい。研究部会では、親族間の『争

族』を避けるための諸制度の整備に向けて、
法律だけにとどまらず、広く税制や社会制度
も含めて立法提言することを目的としていま
す。そのためにも、まず、円満かつ円滑な相
続を妨げる要因について具体的な事例を中心
に研究し、現行制度の悪い点や改善すべき点
を抽出し、それをどのように改善していくの
かを検討していきます。研究成果を発表する
講演活動や執筆活動も行っていく予定です。
平川：地方は地方特有の相続問題を抱えてい
ます。地方部会では、それぞれの地域で相続
に関する研究活動を進めてもらい、各地方で
の問題点や解決策を全国で共有していきま
す。これは大切な課題であり、学会全体にと
っても大きな財産といえます。現在、名古屋
と大阪に地方部会がありますが、今後は全国
の主要都市に設置する予定です。日本相続学
会は、全員参加型の会を目指していますの
で、地方部会においてもセミナーを受講して
終わりではなく、自主的に研究活動に参加し
て、間接的な経験を積んでもらうことを期待
しています。ですから、本部から強制的に活
動を指示することもありません。

――新しい部会の設立は考えていますか。
伊藤：被相続人の預金を引き出す際、遺産分
割協議書や相続人の戸籍謄本などを持参した
ところ、銀行の中には独自に指定したフォー
マットへの書き直しと、すべての相続人の実
印を求めてくるところがあります。こうした
対応のバラツキを解消し、相続人の負担を軽
減させるため、関係団体等に働きかけを行う
ことも視野に入れて活動を行いたいと考えて
います。現在、事前のヒアリングを進めてい
るところですが、今後は研究部会内に金融関
係の部会を設立して動くことになるでしょ
う。それ以外にも保険や不動産、信託、フィ
ロソフィーなどに関する部会の設立も視野に
入れています。
――昨年の11月15日・16日には初めての研究
大会が開催されましたね。
伊藤：様々な業界から170人を超える参加者
がありました。初日は、「人生の意味と使
命」をテーマに姜尚中（カン・サンジュン）
聖学院大学全学教授による基調講演や「相続
する力」をテーマにシンポジウムを開催。２
日目は、４つのワークショップによる事例発
表会を行いました。
――研究大会の中で出てきた『心の相続』と
いう言葉が印象に残っています。
吉田：日本の相続制度では、親の面倒を見た
人が損をし、面倒を見なかった人が得をする

ことがあります。裁判官にいくら訴えても、
法律に書いてあるから仕方ないと言われてお
しまいです。民法は形式的な平等だけを定め
ていますが、それは必ずしも公平とは言えま
せん。私は20年ほど家庭裁判所の調停委員を
務めていますが、兄弟姉妹が親の金を取り合
って罵倒するシーンを何度も見てきました。
その度、モヤモヤするものを感じていました
が、伊藤会長から日本相続学会の相談を受け
た時、まさに自分が進むべき道を示されたよ
うな強い衝撃を受けました。
平川：税理士という立場上、お客様から相続
に関する相談を受けますが、相続税がかから
なければ、そのことを告げて終わりでした。
しかし、実際には相続税がかからなくても、
『争族』の火種となる問題を抱えているもの
です。日本相続学会の一員となり、自分の意
識も変わってきて、相続税がかからない家庭
にも相続財産の分け方や老後の資金設計など
をアドバイスするようになりましたね。
――最後にメッセージをお願いします。
伊藤：平成25年４月に日本相続学会の商標登
録を完了し、9月に会員数が100人を超えたと
ころで一般社団法人に組織変更しました。研
究活動をさらに充実させるため、今年10月頃
までには300人程度まで同志を増やしたいと
思っています。年会費が１万円かかります
が、１万円を払えば何かをもらえる会ではあ
りません。また、中立的な立場を崩すことも
ありません。こうした基本的なスタンスを堅
持していくことは、私ども本部の役割だと考
えています。
平川：相続にまつわる問題は多岐に渡ります
が、学会には様々な分野の仲間がいますの
で、問題解決のポイントを教えてもらったり、
お客様のところに同行して対応してもらうこ
ともできます。ビジネスパートナーを作るた
めの組織ではありませんが、そうした仲間が
いるのは心強いものです。また、親族間や兄
弟間の争いでは、自分の言いたいことだけを
言って、相手の話を聞かない傾向がありま
す。税理士は中立な立場ですから、相続人同
士の仲裁役にふさわしいと思います。現在、
約140人の会員のうち税理士は21人です。学
会の趣旨に賛同して頂ける方がいたら、ぜひ
研究活動に参加して頂きたいですね。
吉田：日本相続学会はビジネスを目的として
いませんので、仲間から忌憚のない公平かつ
厳しい意見を聞かせてもらえます。これは、
非常に価値のあることだと思います。全員参
加型の会と聞くと、自分に何が発表できるの
かと躊躇する方もいるかもしれませんが、自
分が抱えている悩みや事例を出してもらえれ
ば、それが貴重な研究材料となるわけです。
数年後には学会の研究も収斂し、会員数が増
えてくれば影響力も出てくるでしょう。いつ
の日か、相続の現場で起きている矛盾を是正
したいと強く思っています。



内田　久美子 弁護士
平成9年司法試験合格。平成20年より鳥飼
総合法律事務所パートナー弁護士（現
職）。東証一部上場企業、中小オーナー企
業、個人に対する日常的な法務アドバイス
のほか、各種交渉、訴訟等を手掛ける。

　相続税申告に際し、海外資産
を除外したことについて、税理
士に責任ありとし、約7,000万円
の賠償義務があるとされた事
例。
［東京地裁平成24年1月30日判
決（税理士一部勝訴・一部敗
訴）、東京高裁平成25年1月24日
判決（原判決変更・税理士一部
勝訴一部敗訴）］

（事案の概要）
　本件は、Ｙ税理士に相続税の申
告を依頼した相続人らが、Ｙ税
理士の行った相続税の申告手続
に相続財産の申告漏れ等の不備
があったため、修正申告と重加
算税等の納付とを余儀なくされ
たと主張して、訴訟を提起した
事案です。
　裁判所が認定した事実によれ
ば、Ｙ税理士は、被相続人が海外
資産を有する可能性が高いこと
を認識していながら、相続人ら
に対し、海外資産に関する資料
の提出を求めることもなく、か
えって、国税局の税務調査が始
まってからも、相続人である妻
に対して、海外資産の調査の必
要はないなどと誤った指示をし
ていました。
　裁判所は、Ｙ税理士には、税
務の専門家として適正に相続税
の申告をすべき注意義務に違反
したものといわざるを得ないと
して、相続人である妻に課せら
れた重加算税と、海外資産の隠
ぺいを認定されたために相続税
額の軽減を受けることができな
くなった部分の賠償を命ずる判
決を出しました。東京地裁が賠
償を命じた金額は１億円以上に
なります。これに対し、Ｙ税理
士側が控訴したところ、東京高
裁は、相続人である妻にも過失
があったとして、３割の過失相
殺をし、その結果、Ｙ税理士側
は、約7,000万円の賠償義務を負
うことになりました。
　なお、Ｙ税理士は、訴訟の途
中で亡くなっているため、各判
決は、その相続人であるＹ税理
士の妻と子らに対してなされて
います。

関与先の提出資料が不十分な
時は、追加の資料提供や調査を
指示すべき

（裁判所の判断）
１）税理士の義務について
　裁判所は、まず、税理士の義
務について、次のように述べて
います。
　「税理士は、税務に関する専
門家として、納税義務者の信頼
にこたえ、租税に関する法令に
規定された納税義務の適正な実
現を図ることを使命としている
から（税理士法１条参照）、税務
申告の委任を受けたときは、委
任契約に基づく善管注意義務と
して、委任の趣旨に従い、税務
申告が適正に行われるよう、専
門家として高度の注意をもって
委任事務を処理する義務を負う
ものと解される。
　したがって、税務申告の委任

を受けた税理士は、申告書を作
成するに際して、基本的に委任
者から提供された資料や委任者
からの指示説明に依拠すること
はもとより当然のことである
が、委任者から提供された資料
が不充分であったり、委任者の
指示説明が不適切であるため
に、これに依拠して申告書を作
成すると適正な税務申告がされ
ないおそれがあるときは、委任
者に対して追加の資料提供や調
査を指示し、不充分な点や不適
切な点を是正した上で税務申告
を行う義務を負うものというべ
きである。」

２）Ｙ税理士の義務違反（債務
不履行）について
　裁判所は、１）の観点から、次
のとおり、Ｙ税理士には義務違反
ありと述べています。
　「Ｙ税理士は、被相続人が海
外資産を有する可能性が高いこ
とを認識していたのであるか
ら、原告らの相続税の申告に際
して海外資産が相続財産から漏
れることがないように、原告ら
に対して、海外資産に関する資
料の提出を求めるとともに、そ
のような資料が手元に存在しな
いのであれば、海外資産の存否
及びその内容を調査するよう指
示すべきであった。」
　ところが、「Ｙ税理士は、これ
らの措置を何ら執ることなく
（かえって、東京国税局の税務
調査が始まってからも、原告で
ある相続人（妻）に対して、海
外資産の調査の必要はないなど
と誤った指示をしている。）、漫
然と、相続人（妻）から交付を
受けた被相続人の国内資産に関
する資料のみに依拠して本件申
告書を作成し、原告らの相続税
を申告しているのであり、この
ようなＹ税理士の行為は、税務
の専門家として適正に相続税の
申告をすべき注意義務に違反し
たものであるといわざるを得な
い。」
　そして、Ｙ税理士の義務違反と
相当因果関係のある損害とし
て、相続人である妻に課せられ
た重加算税と、海外資産の隠ぺ
いを認定されたために相続税額
の軽減を受けることができなく
なった部分、合計１億円超の賠
償を命ずる判決を出しました。

３）過失相殺
　これに対し、Ｙ税理士側（Ｙ税
理士の相続人ら）が控訴したと
ころ、東京高裁は、「Ｙ税理士
は、専門家として、被控訴人で
ある相続人（妻）から被相続人
の死亡に伴う相続税の申告業務
を委任され、被相続人が海外資
産を保有する可能性が高いこと
を認識していながら、相続人
（妻）に対し適切な指示を行わ
ないまま海外資産を除外して本
件申告書を作成、提出し、しか
も、税務調査の段階では相続人
（妻）から海外資産の調査を提
案されたにもかかわらず、必要
がない旨誤った指示をしたので
あって、Ｙ税理士の過失の程度は

決して軽いものではない。」とし
ながらも、相続人（妻）が、内
容の詳細はともかく、被相続人
が海外資産を保有していること
を知っていながら、当初の申告
に当たって、Ｙ税理士に対しこ
の事実を伝えず、自ら調査確認
もしていないという事実を指摘
しました。
　そして、「被控訴人である相続
人（妻）は納税義務者本人であ
り、海外資産の存在を認識して
いた上で、Ｙ税理士がこれを除
外した申告をすることを認識し
ていたのであるから、Ｙ税理士
に働きかけ、又は自ら調査確認
するなどして、海外資産を相続
税の申告に反映させる義務があ
り、これにより隠ぺいに基づく
申告を是正あるいは防止するこ
とができたといえるのであっ
て、たとえ税法の知職が不足し
ていたとしても、海外資産の存
在を認識していながらこれを申
告せずに済ませることを正当化
できない立場にある。」と述べ、
重加算税を賦課され、かつ、配
偶者としての軽減措置を受けら
れなかった部分があることにつ
いて、相続人（妻）にも過失相
殺の対象となる相応の過失が
あったというべきであるとして、
「損害の分担における衡平の観
点から考慮して双方の過失の程
度を勘案すると、３割の過失相
殺をするのが相当である。」と判
断しました。

リスクやトラブル回避のため
重要なポイントは書面化する

（検討）
　相続税法上、国内財産のみな
らず、海外財産も、申告納付の
対象とされています。税務に関
する専門家である税理士には、
適正な税務申告をすべき義務が
あると解されていますから、海
外財産の存在を認識していなが
らそれを除外するという違法な
申告をした場合には、裁判所は
非常に厳しい判断を下します。
本件では、高裁で過失相殺がな
されていますが、事案によって
は、過失相殺がなされないケー
スも多々あります。専門家が違
法な申告を行うことは、極めて
リスクが高く、避けるべきで
す。
　このように、相続財産の存在
を認識しながら、あえてそれを
除外することは論外ですが、相
続人から、国内財産についての
み資料が提出され、税理士も、
海外財産について認識しておら
ず、その認識に基づいて相続税
申告をしたところ、実は海外財
産が存在したことが後になって
判明した場合、税理士は法的な
賠償義務を負うでしょうか。
　私見では、税理士が海外財産
について認識できない状況下で
は、賠償義務を負うことはない
と思いますが、もしかしたら相
続人は、「海外財産も対象になる
とは知らなかった。先生から聞
かれていたら、ちゃんと資料を
用意した。」と言ってくるかもし
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相続税申告は、日頃、接点のない複数の相続人らから依頼を受けて行うことが通常であり、その
税額も多額になることが多いため、比較的トラブルになりやすい税目といえる。そこで、鳥飼総
合法律事務所の内田久美子弁護士に、相続税申告に関する最近の訴訟事例を解説してもらい、
その対応策を検討してもらった。
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れません。あるいは、「海外財
産もあるとお伝えしたのに先生
が漏らしてしまった。」と言って
くることも考えられます。
　そこで、そのようなリスクや
トラブルを避けるために、相続
税申告の受任に際しては、相続
人が把握している国内財産・海
外財産について全て記載しても
らい、その旨のサインをもらっ
ておくとよいでしょう。税理士
賠償の事件は、言った言わない
の話が非常に多いですから、重
要なポイントについては書面化
し、いざというときの立証に使
えるよう備えるべきと思いま
す。



改正通達のポイントを確認改正通達のポイントを確認

イ　相続開始の直前において、その宅地等の上にある被相続人の
１棟の建物に居住していたこと。

ロ　相続税の申告期限までその建物に居住していること
ハ　その宅地等を相続税の申告期限まで保有していること。
イ　国内居住者又は国外居住者で日本国籍を有すること。
ロ　相続開始前３年以内に国内にある本人又は本人の配偶者の

有する家屋に居住したことがないこと。
ハ　被相続人の配偶者がいないこと。
二　相続開始の直前において被相続人の居住用家屋に同居して
いた被相続人の法定相続人である親族がいないこと。

宅地等の取得者
配　偶　者

同居の親族

同居親族以外
の親族

（要件なし）
特例の適用要件

配
偶
者
以
外
の
被
相
続
人
の
親
族

イ　その宅地等を相続開始前から相続税の申告期限までその生
計一親族の居住の用に供していること。

ロ　その宅地等を相続税の申告期限まで保有していること。

宅地等の取得者
配　偶　者

生計一の親族

（要件なし）
特例の適用要件

※ 被相続人と長男は生計を一にしていた。

被相続人の
居住用

長男の
居住用

Ａ宅地 B宅地

相続人居住

被相続人居住

被相続人所有

・区分所有建物ではない → 同居扱い

・区分所有建物である → 別居扱い

被相続人の所有

② 被相続人と生計を一にしていた親族の居住用宅地等

  特定居住用宅地等の判定のポイント

　上記の要件を踏まえて、特定居住用宅地等としての特例の適用の可否を
復習し確認してみることとします。
　被相続人の所有する宅地として、次のＡ宅地とＢ宅地があり、それぞれ
次のようになっているとします。

　上例の場合は、Ａ宅地とＢ宅地が相続財産になるのですが、次のように
取得すると、特例の適用関係はどのようになるでしょうか。
ⅰ）被相続人の配偶者がＡ宅地又はＢ宅地を取得した場合
ⅱ）長男がＡ宅地又はＢ宅地を取得した場合
ⅲ）被相続人とは別居・別生計の二男（相続開始前３年間は自己所有の家

屋に居住したことがない）がＡ宅地又はＢ宅地を取得した場合

①宅地を相続した者が配偶者の場合
　配偶者が被相続人等の居住用宅地等を取得した場合には、前述のとおり
無条件で特定居住用宅地等に該当します。したがって、Ａ宅地はもちろ
ん、Ｂ宅地についても、被相続人と生計を一にしていた親族の居住用宅
地等として特定居住用宅地等に該当し、特例の適用を受けることができ
ます。
②宅地を相続した者が長男の場合
　長男がＢ宅地を取得した場合には、相続税の申告期限までの居住継続と
保有継続を要件として特定居住用宅地等に該当します。
　　ただし、長男がＡ宅地を取得しても特定居住用宅地等に該当せず、特
例は適用されません。長男は、被相続人と生計を一にしていたものであ
り、その宅地に「相続前」から居住していたことが要件になるからです
（措法69の４③二ハ）。
③宅地を相続した者が二男の場合
　別居・別生計の二男がＡ宅地を取得した場合には、被相続人に配偶者が
いないことと、Ａ宅地上の家屋に被相続人の同居の法定相続人がいない
ことを条件として特定居住用宅地等に該当します。
　　ただし、二男がＢ宅地を取得しても（Ｂ宅地は長男の居住用であり、
通常の場合、Ｂ宅地を二男が取得するという遺産分割は行わないと思い
ますが）、特例は適用されません。ちなみに、相続開始前３年以内に自
己所有家屋に居住したことがない者は、法令上、「その親族（当該被相
続人の居住の用に供されていた宅地等を取得した者に限る）」とされて
いるところ（措法69の４③二ロ）、このかっこ書では「被相続人等」
の居住の用……ではなく、「被相続人」の居住の用……とされているか
らです。要するに、「等」があれば、生計一の親族（長男）の居住用宅
地等が含まれるのですが、この規定では、被相続人の居住用宅地等に限
定されているということです。

  二世帯住宅に係る「同居要件」の判定

　平成25年の税制改正では、いわゆる二世帯住宅における「同居」の意
義について、法令上の明確化が図られたことは周知のとおりです。ポイン
トは、下記のような建物の場合、１階部分と２階部分が区分所有登記され

小規模宅地等の特例適用を見極める！

小池 正明 税理士

ていれば、２階の相続人は被相続人の「同居の親族」に該当せず、逆に区
分所有登記されていなければ、「同居の親族」として、その宅地等が特定
居住用宅地等に該当するということです（措法69の４③二イかっこ書、
措令40の２⑩）。

　注意したいのは、上記の規定は、相続人と被相続人が生計を別にしてい
たことを前提としていることです。仮に、上記の建物が区分所有登記され
ているため、相続人が「同居の親族」に該当しない場合において、相続人
が被相続人と生計を一にしていたときはどうなるのでしょうか。この場合
には、同居の親族の規定（措法69の４③二イ）ではなく、生計一親族の
規定（同ハ）の適用になりますから、その相続人が「相続開始前から」居
住していた部分、つまり、上記建物の２階部分に対応する敷地が特定居住
用宅地等に該当することになります。もちろん、「生計一」で、かつ、
「同居」であれば、敷地全体が特定居住用宅地等として限度面積の範囲で
特例の対象になります。

  老人ホームへの入所と特例の適用関係

　平成25年度の改正法令では、いまひとつ被相続人が老人ホーム等に入
所したことにより、居住の用に供されなくなった建物の敷地に関しての特
例の適用関係が明確化されました。
　ポイントは、改正前の国税庁の質疑応答事例で明らかにされていた次の
４要件について、ロとニの２つを削除し、イとハの２要件をクリアーすれ
ば、居住の用に供されなくなった建物の敷地を被相続人の居住用宅地等と

して扱うということです（措法69の４①本文かっこ書、措令40の２②
③）。
イ．介護等の必要なために入所したものであること。
ロ．貸付など他の者の居住の用に供した事実がないこと。
ハ．居住しなくなった建物はいつでも生活できるよう維持管理されている

こと。
ニ．老人ホーム等の所有権又は終身利用権を取得していないこと。
　注意したいのは、改正後の２要件（イとハ）を満たしたとしても、直ち
に特例は適用されないことです。上記の改正は、被相続人の「居住用宅地
等」に該当することを明らかにしただけであり、「特定居住用宅地等」に
該当しない限り特例は適用されないからです。したがって、改めて特定居
住用宅地等に該当するか否かの判定を行う必要があるわけです。

  小規模宅地等の特例に関する改正通達

　ところで、昨年11月29日付で平成25年度の税制改正に対応した小規模
宅地等の特例に関する改正通達が公表されました（国税庁のＨＰにアップ
されたのは12月６日でした）。通達の内容は、予想していたほどの内容で
はなく、中身の薄いものですが、そのポイントを確認しておきましょう。
　まず、前述した二世帯住宅に関する取扱いについてです。その建物が区
分所有である場合には、１棟の建物のうち被相続人が居住していた部分に
居住していた相続人等が「同居の親族」となり、その建物が区分所有され
ていない場合には、被相続人が居住していた部分以外の部分に居住してい
た相続人等であっても「同居の親族」であることは前述したとおりです。
また、この場合の「区分所有」であるかどうかの判定は、「登記」の有無
で行うことも述べたとおりです。
　この点を確認的に定めたのが特例に関する措置法通達69の４－７の３
であり、「建物区分所有等に関する法律第1条に規定する建物」とは、区分
所有建物である旨の登記がされている建物であることが明らかにされてい
ます。
　この通達をお読みになった方が疑問をもたれたのは、同通達の注書きに
おいて「被災区分所有建物の再建等に関する法律」が引用され、同法第２
条に規定する建物を区分所有建物であるとされている点ではないでしょう

か。
　しかし、この注書きは、実質的な意味はありませんから無視していただ
いてけっこうです。建物の区分所有等に関する法律には、専有部分に関す
る規定があるのですが、「専有部分のある１棟の建物」という用語はでて
きません。小規模宅地等の特例の取扱上、「専有部分のある１棟の建物」
という用語が必要になったのですが、わが国の法律で、この用語が使用さ
れているのは、唯一「被災区分所有建物の再建等に関する法律」であった
というにすぎません。したがって、ほとんど無意味な注書きと考えて差し
支えありません。
　それよりも注意していただきたいのは、二世帯住宅の「同居の親族」に
関して、改正前の措置法通達69の４－21の「なお書」部分が削除された
ことです。この部分は、次の３つの要件を満たす場合には、本来「別居」
である相続人等を「同居の親族」として取り扱うというものでした。
①その建物の全部を被相続人又は被相続人の親族が所有するものであるこ
と。
②被相続人に配偶者又は被相続人と同居していた法定相続人がいないこ
と。
③その相続人等が同居の親族に当たる者であるものとして申告があったこ
と。
　この取扱いは、前述した改正後の二世帯住宅の「同居要件」の法令と明
らかに抵触します。このため、改正通達において削除されたのですが、該
当事例がありましたら、いま一度ご確認ください。
　なお、前述の老人ホームに入居した後の居住用宅地等の認定に関する改
正法令では、被相続人が要介護認定等を受けていたことが居住用宅地等と
される要件になっているのですが（措令40の２②一）、要介護認定等を
受けていたかどうかは、被相続人の相続開始時で判定することが明らかに
されています（措通69の４－７の２）。したがって、老人ホームに入所す
る前後で要介護認定等を受けていなくてもよいことになりますので、ご留
意ください。

  相続税の申告実務と相続時精算課税制度

　小規模宅地等の特例については、まだまだ注意すべき事項があるのです
が、ここで生前贈与と相続税の申告実務について触れておきたいと思いま
す。
　相続時精算課税制度は、平成15年の税制改正の際に導入されたもの
で、既に10年以上経過していますから、その適用件数も相当数に上って
います。この制度について、平成25年度の相続税制の改正において、贈
与者と受贈者の範囲が拡充されました（相法21の９①、措法70の２の５
①）。
　それはそれとして、今後の相続税の申告にあたって、税理士が注意すべ
きは、生前贈与の事実確認です。被相続人からの相続人等に対する生前贈
与で、相続開始前３年以内のものはもちろんのこと、相続時精算課税の適
用を受けた生前贈与財産の価額は、贈与の時期に関わらず、すべて相続税
の課税価格に加算することとされています（相法21の14、21の15①、21
の16①）。
　したがって、生前贈与の事実確認は、税理士の相続税実務において欠く
ことのできない作業になるわけですが、相続時精算課税の場合には、贈与
財産価額が概して高額であるだけに、とりわけ重要な事項です。
　ところで、税理士の相続税の申告業務は、スポット的なものが多いた
め、継続的な関与先と異なり、相手方の情報が得にくいことが少なくあり
ません。また、一般の納税者は税務に関して必ずしも理解が行き届いてい
るとはいえず、相続時精算課税の適用を受けた生前贈与があることを税理
士に告知することを失念する場合がないとはいえません。仮に、税理士が
生前贈与事実の確認をせずに申告し、事後にそのことが判明した場合に
は、明らかに過小申告となり、税理士の善管注意義務違反に問われないと
も限りません。
　今後の相続税実務で十分に留意すべき事項ですが、生前贈与の状況が不
明の場合には、贈与税の申告内容の開示制度（相法49）の利用も検討す
る必要があるでしょう。

平成27年１月１日から相続税の基礎控除額が引き下げられ、これまで相続税に無縁だった家庭、
とりわけ都心部のマイホーム所有者などは、相続税対策が必要となってくるケースも出てくるだろう。
その際、小規模宅地等の特例が適用できれば、課税強化の影響を抑えることができるだけに、適用関係を正確に見極めたいところだ。
そこで、小規模宅地等の特例の中でも「居住用宅地等」に焦点を当て、押さえておきたいポイントを小池正明税理士に解説してもらう。

中央大学卒業後、1978年税理士登録。現在、日本税理士会連合会税制審議会専門委
員。主な著書に「法人税・消費税の実務処理マニュアル」「図解消費税の実務ができる本」
（以上、日本実業出版社）、「民法・税法による遺産分割の手続と相続税実務」（税務研究
会）などがある。
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相続実務における重要ポイント

　平成27年１月１日以後に開始する相続に係る相続税から、基礎控除額
の引下げなど、課税強化が行われることは周知のとおりです。世間では
「相続税の大増税時代が到来」などと、一般の人たちの不安感をあおり、
これを機にビジネスの拡大を狙う一部の関係業者などがあるようです。
　しかしながら、税理士は税の専門家として冷静に対処し、関与先の実情
に応じた的確なアドバイスを心掛けるべきです。相続事案は極めて個別性
が高いものです。したがって、まずは関与先の財産の状況や相続関係者の
意向等を事案ごとに把握し、正確な財産評価を行った上で、予測される負
担税額を求めることが先決です。
　その際に重要なことは、現行税制における軽減措置――たとえば配偶者
に対する税額軽減や小規模宅地等の特例――がどの程度活用できるかを法
令通達等に基づいて確認し、正確な適用関係を見極めることです。この点
について、とりわけ重要になったのは、小規模宅地等の特例です。基礎控
除額の引下げが行われる一方で、同特例によって課税価格の圧縮が図られ
れば、税制改正による課税強化の影響を相当程度まで回避することが可能
になるはずです。
　ただ、小規模宅地等の特例は、もともと制度そのものが複雑化している
上に、平成25年度の改正も加わってかなり難解なものとなっています。
このため、税理士が判断を誤る例が少なくありません。今後の相続実務に
おいて最も注意を要する事項といえるでしょう。
　そこで以下、小規模宅地等の特例についてポイントを述べておきますが、
制度全体に触れることは本稿では到底不可能です。居住用宅地等について、
平成25年度の改正をまじえて若干の検討と確認をしておくこととします。
　なお、小規模宅地等の特例と配偶者の税額軽減には、いずれも申告要件
が付されています。したがって、これらの特例の適用によって納付税額が
ない場合であっても、相続財産について評価額ベースで基礎控除額を超え
るときは、相続税の申告を要します。平成27年以後の相続については、
納付税額がゼロ又は僅少な申告書が相当に増加するものと予測されますか
ら、税理士事務所は、この点にも対応を要するでしょう。

  小規模宅地等の特例の前提要件

　まず、小規模宅地等の特例の前提となる要件をみると、個人が相続又は
遺贈により取得した宅地等（宅地及び宅地の上に存する権利）で、次のい
ずれにも該当するものに適用することとされています（措法69の４①、
措令40の２④、措規23の２①②）。
①被相続人等（被相続人又は当該被相続人と生計を一にしていた当該被相
続人の親族）の事業の用又は居住の用に供されていたものであること。
②建物又は構築物の敷地の用に供されていたものであること。
③棚卸資産又はこれに準ずるものでないこと。
④各相続人等が取得した宅地等のうち、限度面積要件を満たす部分につい
て、この特例の適用を受けるものとして選択したものであること。
　これらは、特例の「前提要件」であり、上記のすべてに該当したとして
も特例が適用されるわけではなく、居住用宅地等の場合には「特定居住用
宅地等」に該当することによって、はじめて適用されることになります。
なお、上記の①により、被相続人の居住用宅地等のほか、被相続人と生計
を一にしていた親族の居住用宅地等も適用対象になることに注意する必要
があります（生計一の意義ついては、別途に検討を要する事項ですが、本
稿では割愛させていただきます）。

  特定居住用宅地等の類型

　小規模宅地等の特例における「特定居住用宅地等」（平成27年以後の
限度面積330㎡）の意義を簡略にまとめると、以下のとおりです（措法69
の４③二、措令40の２②～④、⑧～⑪、措規23の２③）。

① 被相続人の居住用宅地等



改正通達のポイントを確認改正通達のポイントを確認

イ　相続開始の直前において、その宅地等の上にある被相続人の
１棟の建物に居住していたこと。

ロ　相続税の申告期限までその建物に居住していること
ハ　その宅地等を相続税の申告期限まで保有していること。
イ　国内居住者又は国外居住者で日本国籍を有すること。
ロ　相続開始前３年以内に国内にある本人又は本人の配偶者の

有する家屋に居住したことがないこと。
ハ　被相続人の配偶者がいないこと。
二　相続開始の直前において被相続人の居住用家屋に同居して
いた被相続人の法定相続人である親族がいないこと。

宅地等の取得者
配　偶　者

同居の親族

同居親族以外
の親族

（要件なし）
特例の適用要件

配
偶
者
以
外
の
被
相
続
人
の
親
族

イ　その宅地等を相続開始前から相続税の申告期限までその生
計一親族の居住の用に供していること。

ロ　その宅地等を相続税の申告期限まで保有していること。

宅地等の取得者
配　偶　者

生計一の親族

（要件なし）
特例の適用要件

※ 被相続人と長男は生計を一にしていた。

被相続人の
居住用

長男の
居住用

Ａ宅地 B宅地

相続人居住

被相続人居住

被相続人所有

・区分所有建物ではない → 同居扱い

・区分所有建物である → 別居扱い

被相続人の所有

② 被相続人と生計を一にしていた親族の居住用宅地等

  特定居住用宅地等の判定のポイント

　上記の要件を踏まえて、特定居住用宅地等としての特例の適用の可否を
復習し確認してみることとします。
　被相続人の所有する宅地として、次のＡ宅地とＢ宅地があり、それぞれ
次のようになっているとします。

　上例の場合は、Ａ宅地とＢ宅地が相続財産になるのですが、次のように
取得すると、特例の適用関係はどのようになるでしょうか。
ⅰ）被相続人の配偶者がＡ宅地又はＢ宅地を取得した場合
ⅱ）長男がＡ宅地又はＢ宅地を取得した場合
ⅲ）被相続人とは別居・別生計の二男（相続開始前３年間は自己所有の家

屋に居住したことがない）がＡ宅地又はＢ宅地を取得した場合

①宅地を相続した者が配偶者の場合
　配偶者が被相続人等の居住用宅地等を取得した場合には、前述のとおり
無条件で特定居住用宅地等に該当します。したがって、Ａ宅地はもちろ
ん、Ｂ宅地についても、被相続人と生計を一にしていた親族の居住用宅
地等として特定居住用宅地等に該当し、特例の適用を受けることができ
ます。
②宅地を相続した者が長男の場合
　長男がＢ宅地を取得した場合には、相続税の申告期限までの居住継続と
保有継続を要件として特定居住用宅地等に該当します。
　　ただし、長男がＡ宅地を取得しても特定居住用宅地等に該当せず、特
例は適用されません。長男は、被相続人と生計を一にしていたものであ
り、その宅地に「相続前」から居住していたことが要件になるからです
（措法69の４③二ハ）。
③宅地を相続した者が二男の場合
　別居・別生計の二男がＡ宅地を取得した場合には、被相続人に配偶者が
いないことと、Ａ宅地上の家屋に被相続人の同居の法定相続人がいない
ことを条件として特定居住用宅地等に該当します。
　　ただし、二男がＢ宅地を取得しても（Ｂ宅地は長男の居住用であり、
通常の場合、Ｂ宅地を二男が取得するという遺産分割は行わないと思い
ますが）、特例は適用されません。ちなみに、相続開始前３年以内に自
己所有家屋に居住したことがない者は、法令上、「その親族（当該被相
続人の居住の用に供されていた宅地等を取得した者に限る）」とされて
いるところ（措法69の４③二ロ）、このかっこ書では「被相続人等」
の居住の用……ではなく、「被相続人」の居住の用……とされているか
らです。要するに、「等」があれば、生計一の親族（長男）の居住用宅
地等が含まれるのですが、この規定では、被相続人の居住用宅地等に限
定されているということです。

  二世帯住宅に係る「同居要件」の判定

　平成25年の税制改正では、いわゆる二世帯住宅における「同居」の意
義について、法令上の明確化が図られたことは周知のとおりです。ポイン
トは、下記のような建物の場合、１階部分と２階部分が区分所有登記され

小規模宅地等の特例適用を見極める！

小池 正明 税理士

ていれば、２階の相続人は被相続人の「同居の親族」に該当せず、逆に区
分所有登記されていなければ、「同居の親族」として、その宅地等が特定
居住用宅地等に該当するということです（措法69の４③二イかっこ書、
措令40の２⑩）。

　注意したいのは、上記の規定は、相続人と被相続人が生計を別にしてい
たことを前提としていることです。仮に、上記の建物が区分所有登記され
ているため、相続人が「同居の親族」に該当しない場合において、相続人
が被相続人と生計を一にしていたときはどうなるのでしょうか。この場合
には、同居の親族の規定（措法69の４③二イ）ではなく、生計一親族の
規定（同ハ）の適用になりますから、その相続人が「相続開始前から」居
住していた部分、つまり、上記建物の２階部分に対応する敷地が特定居住
用宅地等に該当することになります。もちろん、「生計一」で、かつ、
「同居」であれば、敷地全体が特定居住用宅地等として限度面積の範囲で
特例の対象になります。

  老人ホームへの入所と特例の適用関係

　平成25年度の改正法令では、いまひとつ被相続人が老人ホーム等に入
所したことにより、居住の用に供されなくなった建物の敷地に関しての特
例の適用関係が明確化されました。
　ポイントは、改正前の国税庁の質疑応答事例で明らかにされていた次の
４要件について、ロとニの２つを削除し、イとハの２要件をクリアーすれ
ば、居住の用に供されなくなった建物の敷地を被相続人の居住用宅地等と

して扱うということです（措法69の４①本文かっこ書、措令40の２②
③）。
イ．介護等の必要なために入所したものであること。
ロ．貸付など他の者の居住の用に供した事実がないこと。
ハ．居住しなくなった建物はいつでも生活できるよう維持管理されている

こと。
ニ．老人ホーム等の所有権又は終身利用権を取得していないこと。
　注意したいのは、改正後の２要件（イとハ）を満たしたとしても、直ち
に特例は適用されないことです。上記の改正は、被相続人の「居住用宅地
等」に該当することを明らかにしただけであり、「特定居住用宅地等」に
該当しない限り特例は適用されないからです。したがって、改めて特定居
住用宅地等に該当するか否かの判定を行う必要があるわけです。

  小規模宅地等の特例に関する改正通達

　ところで、昨年11月29日付で平成25年度の税制改正に対応した小規模
宅地等の特例に関する改正通達が公表されました（国税庁のＨＰにアップ
されたのは12月６日でした）。通達の内容は、予想していたほどの内容で
はなく、中身の薄いものですが、そのポイントを確認しておきましょう。
　まず、前述した二世帯住宅に関する取扱いについてです。その建物が区
分所有である場合には、１棟の建物のうち被相続人が居住していた部分に
居住していた相続人等が「同居の親族」となり、その建物が区分所有され
ていない場合には、被相続人が居住していた部分以外の部分に居住してい
た相続人等であっても「同居の親族」であることは前述したとおりです。
また、この場合の「区分所有」であるかどうかの判定は、「登記」の有無
で行うことも述べたとおりです。
　この点を確認的に定めたのが特例に関する措置法通達69の４－７の３
であり、「建物区分所有等に関する法律第1条に規定する建物」とは、区分
所有建物である旨の登記がされている建物であることが明らかにされてい
ます。
　この通達をお読みになった方が疑問をもたれたのは、同通達の注書きに
おいて「被災区分所有建物の再建等に関する法律」が引用され、同法第２
条に規定する建物を区分所有建物であるとされている点ではないでしょう

か。
　しかし、この注書きは、実質的な意味はありませんから無視していただ
いてけっこうです。建物の区分所有等に関する法律には、専有部分に関す
る規定があるのですが、「専有部分のある１棟の建物」という用語はでて
きません。小規模宅地等の特例の取扱上、「専有部分のある１棟の建物」
という用語が必要になったのですが、わが国の法律で、この用語が使用さ
れているのは、唯一「被災区分所有建物の再建等に関する法律」であった
というにすぎません。したがって、ほとんど無意味な注書きと考えて差し
支えありません。
　それよりも注意していただきたいのは、二世帯住宅の「同居の親族」に
関して、改正前の措置法通達69の４－21の「なお書」部分が削除された
ことです。この部分は、次の３つの要件を満たす場合には、本来「別居」
である相続人等を「同居の親族」として取り扱うというものでした。
①その建物の全部を被相続人又は被相続人の親族が所有するものであるこ
と。
②被相続人に配偶者又は被相続人と同居していた法定相続人がいないこ
と。
③その相続人等が同居の親族に当たる者であるものとして申告があったこ
と。
　この取扱いは、前述した改正後の二世帯住宅の「同居要件」の法令と明
らかに抵触します。このため、改正通達において削除されたのですが、該
当事例がありましたら、いま一度ご確認ください。
　なお、前述の老人ホームに入居した後の居住用宅地等の認定に関する改
正法令では、被相続人が要介護認定等を受けていたことが居住用宅地等と
される要件になっているのですが（措令40の２②一）、要介護認定等を
受けていたかどうかは、被相続人の相続開始時で判定することが明らかに
されています（措通69の４－７の２）。したがって、老人ホームに入所す
る前後で要介護認定等を受けていなくてもよいことになりますので、ご留
意ください。

  相続税の申告実務と相続時精算課税制度

　小規模宅地等の特例については、まだまだ注意すべき事項があるのです
が、ここで生前贈与と相続税の申告実務について触れておきたいと思いま
す。
　相続時精算課税制度は、平成15年の税制改正の際に導入されたもの
で、既に10年以上経過していますから、その適用件数も相当数に上って
います。この制度について、平成25年度の相続税制の改正において、贈
与者と受贈者の範囲が拡充されました（相法21の９①、措法70の２の５
①）。
　それはそれとして、今後の相続税の申告にあたって、税理士が注意すべ
きは、生前贈与の事実確認です。被相続人からの相続人等に対する生前贈
与で、相続開始前３年以内のものはもちろんのこと、相続時精算課税の適
用を受けた生前贈与財産の価額は、贈与の時期に関わらず、すべて相続税
の課税価格に加算することとされています（相法21の14、21の15①、21
の16①）。
　したがって、生前贈与の事実確認は、税理士の相続税実務において欠く
ことのできない作業になるわけですが、相続時精算課税の場合には、贈与
財産価額が概して高額であるだけに、とりわけ重要な事項です。
　ところで、税理士の相続税の申告業務は、スポット的なものが多いた
め、継続的な関与先と異なり、相手方の情報が得にくいことが少なくあり
ません。また、一般の納税者は税務に関して必ずしも理解が行き届いてい
るとはいえず、相続時精算課税の適用を受けた生前贈与があることを税理
士に告知することを失念する場合がないとはいえません。仮に、税理士が
生前贈与事実の確認をせずに申告し、事後にそのことが判明した場合に
は、明らかに過小申告となり、税理士の善管注意義務違反に問われないと
も限りません。
　今後の相続税実務で十分に留意すべき事項ですが、生前贈与の状況が不
明の場合には、贈与税の申告内容の開示制度（相法49）の利用も検討す
る必要があるでしょう。

平成27年１月１日から相続税の基礎控除額が引き下げられ、これまで相続税に無縁だった家庭、
とりわけ都心部のマイホーム所有者などは、相続税対策が必要となってくるケースも出てくるだろう。
その際、小規模宅地等の特例が適用できれば、課税強化の影響を抑えることができるだけに、適用関係を正確に見極めたいところだ。
そこで、小規模宅地等の特例の中でも「居住用宅地等」に焦点を当て、押さえておきたいポイントを小池正明税理士に解説してもらう。

中央大学卒業後、1978年税理士登録。現在、日本税理士会連合会税制審議会専門委
員。主な著書に「法人税・消費税の実務処理マニュアル」「図解消費税の実務ができる本」
（以上、日本実業出版社）、「民法・税法による遺産分割の手続と相続税実務」（税務研究
会）などがある。
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相続実務における重要ポイント

　平成27年１月１日以後に開始する相続に係る相続税から、基礎控除額
の引下げなど、課税強化が行われることは周知のとおりです。世間では
「相続税の大増税時代が到来」などと、一般の人たちの不安感をあおり、
これを機にビジネスの拡大を狙う一部の関係業者などがあるようです。
　しかしながら、税理士は税の専門家として冷静に対処し、関与先の実情
に応じた的確なアドバイスを心掛けるべきです。相続事案は極めて個別性
が高いものです。したがって、まずは関与先の財産の状況や相続関係者の
意向等を事案ごとに把握し、正確な財産評価を行った上で、予測される負
担税額を求めることが先決です。
　その際に重要なことは、現行税制における軽減措置――たとえば配偶者
に対する税額軽減や小規模宅地等の特例――がどの程度活用できるかを法
令通達等に基づいて確認し、正確な適用関係を見極めることです。この点
について、とりわけ重要になったのは、小規模宅地等の特例です。基礎控
除額の引下げが行われる一方で、同特例によって課税価格の圧縮が図られ
れば、税制改正による課税強化の影響を相当程度まで回避することが可能
になるはずです。
　ただ、小規模宅地等の特例は、もともと制度そのものが複雑化している
上に、平成25年度の改正も加わってかなり難解なものとなっています。
このため、税理士が判断を誤る例が少なくありません。今後の相続実務に
おいて最も注意を要する事項といえるでしょう。
　そこで以下、小規模宅地等の特例についてポイントを述べておきますが、
制度全体に触れることは本稿では到底不可能です。居住用宅地等について、
平成25年度の改正をまじえて若干の検討と確認をしておくこととします。
　なお、小規模宅地等の特例と配偶者の税額軽減には、いずれも申告要件
が付されています。したがって、これらの特例の適用によって納付税額が
ない場合であっても、相続財産について評価額ベースで基礎控除額を超え
るときは、相続税の申告を要します。平成27年以後の相続については、
納付税額がゼロ又は僅少な申告書が相当に増加するものと予測されますか
ら、税理士事務所は、この点にも対応を要するでしょう。

  小規模宅地等の特例の前提要件

　まず、小規模宅地等の特例の前提となる要件をみると、個人が相続又は
遺贈により取得した宅地等（宅地及び宅地の上に存する権利）で、次のい
ずれにも該当するものに適用することとされています（措法69の４①、
措令40の２④、措規23の２①②）。
①被相続人等（被相続人又は当該被相続人と生計を一にしていた当該被相
続人の親族）の事業の用又は居住の用に供されていたものであること。

②建物又は構築物の敷地の用に供されていたものであること。
③棚卸資産又はこれに準ずるものでないこと。
④各相続人等が取得した宅地等のうち、限度面積要件を満たす部分につい
て、この特例の適用を受けるものとして選択したものであること。
　これらは、特例の「前提要件」であり、上記のすべてに該当したとして
も特例が適用されるわけではなく、居住用宅地等の場合には「特定居住用
宅地等」に該当することによって、はじめて適用されることになります。
なお、上記の①により、被相続人の居住用宅地等のほか、被相続人と生計
を一にしていた親族の居住用宅地等も適用対象になることに注意する必要
があります（生計一の意義ついては、別途に検討を要する事項ですが、本
稿では割愛させていただきます）。

  特定居住用宅地等の類型

　小規模宅地等の特例における「特定居住用宅地等」（平成27年以後の
限度面積330㎡）の意義を簡略にまとめると、以下のとおりです（措法69
の４③二、措令40の２②～④、⑧～⑪、措規23の２③）。

① 被相続人の居住用宅地等
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相続発生後に気を付けたい
　　消費税の届出書や申告の確認

　私の父は、新築物件の
建築費について消費税の
還付を受けるため、「課

税事業者選択届出書」を事前
に提出していたところ、本物
件の完成前に不慮の事故によ
り死亡しました。相続人であ
る私は、被相続人である父に
代わり、消費税の還付を受け
る予定でおりますが、父の提
出した「課税事業者選択届出
書」の効力は、相続人である
私に承継されることになるの
でしょうか。

　被相続人が提出してい
た「課税事業者選択届出
書」は、あくまでも被相

続人についてだけ適用されるも
のであり、事業を承継した相続
人についてまで適用されるもの
ではありません。したがって、
相続人が引き続き課税事業者を
選択したい場合には、あらため
て「課税事業者選択届出書」を

所轄税務署長に提出しなければ
なりません。

☆課税事業者選択届出書の効力
　「課税事業者選択届出書」は
原則として事前に提出すること
になっています。ただし、相続
による事業承継の場合には、相
続があった日の属する課税期間
中に届出書を提出すれば、相続
人はその課税期間から課税事業
者になることができます（消法9
④、消令20①二）。
　被相続人が提出した「課税事
業者選択届出書」の効力は相続
人に引き継がれず、被相続人の
死亡と同時にいったんリセット
されるということです。結果、
「課税事業者選択届出書」を提
出しない限り、相続人は課税事
業者になって還付を受けること
はできないことになります。
　相続が発生した場合には、と
かく遺産分割協議や相続税申告
の準備などに関心が偏りがちで

すが、消費税をはじめ、所得税
などの申告や届出書の確認も怠
りないようにしなければなりま
せん。

☆簡易課税制度選択届出書の効力
　被相続人の基準期間における
課税売上高が1,000万円を超える
場合には、事業を承継した相続
人は、納税義務の免除の特例規
定により、相続があった日の翌
日から課税事業者となります
（消法10①）。
　この場合における「簡易課税
制度選択届出書」の効力です
が、被相続人が提出していた
「簡易課税制度選択届出書」
は、あくまでも被相続人につい
てだけ適用されるものであり、
事業を承継した相続人について
まで適用されるものではありま
せん。したがって、相続人が簡
易課税を選択したい場合には、
あらためて「簡易課税制度選択
届出書」を所轄税務署長に提出

する必要があります。
　「簡易課税制度選択届出書」
は原則として事前に提出するこ
とになっています。ただし、新
規の開業や相続による事業承継
の場合には、相続があった日の
属する課税期間中に届出書を提
出すれば、相続人はその課税期
間から簡易課税により申告する
ことができます（消法37①、消
令56①一・二）。
　なお、相続人が年初から課税
事業者の場合には、たとえ相続
人が「簡易課税制度選択届出
書」を相続があった日の属する
課税期間中に提出したとして
も、その提出日の属する課税期
間から簡易課税により申告する
ことはできませんのでご注意く
ださい。

　平成18年10月に同族会社Ｌ
社の代表取締役が死亡し、相
続人である請求人Ｄおよび請
求人Ｆ（以下、「請求人ら」
という）が、Ｌ社の株式を取
得した。
　Ｌ社は、平成16年10月に地
裁から破産宣告を受け、破産
手続中だった。破産手続きは
平成19年５月に終結し、同月
に清算手続きが開始。請求人
らは、清算手続き開始後の同
年８月に本件相続に係る相続
税の申告書を原処分庁に提出
した。
　平成22年、Ｌ社は株主であ
る請求人らに対し、会社解散
による残余財産分配金を支払
い、清算手続きが結了。この
分配金のうち、請求人らは剰
余金の配当とみなされる金銭
（以下、みなし配当金）の額
を配当所得として記載した平
成22年分の所得税の確定申告
書を提出した。
　しかしその後、相続する際
に相続税の課税を受けている
ため、本件の配当所得は所得
税法第９条（非課税所得）第

１項第16号に規定する「相続、
遺贈又は個人からの贈与により
取得するもの」に当たり、二重
課税になるとして更正の請求を
行った。だが、当局がこれを認
めず、争いが勃発した。
　今回の争点は、請求人らの配
当所得が、非課税所得に該当す
るか否か。

所得税法９条１項16号の
非課税所得をめぐりバトル

　請求人らは、「解散して清算
手続中の会社の株式は、分配さ
れる残余財産と経済的価値を同
じくする同一の財産である」、
「所得税法第９条第１項第16号
の非課税規定は、二重課税を回
避する趣旨であるが、株式を相
続によって取得した請求人ら
は、残余財産分配金を相続に
よって取得したことになり、そ
れは非課税規定に該当するの
で、残余財産分配金に所得税が
課税されることはなく、その一
部である配当所得の金額にも所
得税が課税されることはあり得
ない」と主張。

　一方、原処分庁は、「相続税
の課税対象となったのは本件株
式であって、残余財産の分配見
込額ではないから、請求人らの
主張はその前提を誤ったものと
認められ、理由がない」、「請
求人らが相続によって取得した
株式と、みなし配当金が同一の
経済的価値であるとは認められ
ない」などとして、更正をすべ
き理由がないとした。
　これに対して審判所は、「請
求人らが相続に基づき株式を取
得したことによって請求人らに
帰属した所得（本件相続の開始
時における株式の価額に相当す
る経済的価値）は、本件相続を
直接の原因として請求人らの下
で実現したものであるから、非
課税規定の『相続、遺贈又は個
人からの贈与により取得するも

の』に該当する。しかしなが
ら、請求人らが各みなし配当
金を取得したことによって請
求人らに帰属した所得につい
ては、相続の開始後３年以上
の期間が経過してから、残余
財産が最終的に確定したこと
によって初めて請求人らの下
で実現したものというべきで
ある。相続開始時において清
算手続きは開始すらされてお
らず、みなし配当金の支払原
因となる具体的な残余財産分
配請求権は確定的に発生して
いなかったのであるから、本
件相続を直接の原因として実
現があったものとすることは
できない。したがって、非課
税規定に該当するとは認める
ことができない」として当局
の判断を支持している。

　

Q

A

熊王税理士の
ワンポイント講座

昭和59年学校法人大原学
園に税理士科物品税法の
講師として入社し、在職中
に酒税法、消費税法の講
座を創設。平成４年同校を
退職し、会計事務所勤務。
平成６年税理士登録。平成９年独立開
業。東京税理士会会員相談室委員、東京
税理士会調査研究部委員、日本税務会計
学会委員、大原大学院大学准教授ほか。
消費税関連の書籍も多数執筆。

熊王征秀（くまおう・まさひで）税理士

破産手続中に株式を相続
残余財産分配金に対する所得課税は二重課税!?
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株式
‖
相続税

残余財産分配金
‖
所得税
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税理士法人小山会計（長野・上田市）　
代表社員 小山  秀喜 公認会計士・税理士

インタビュー

長野県上田市で活躍する小山秀喜公認会計士・税理士。関与先の事業承継を

真剣に考え、後継者がいない会社には、経営者と二人三脚でＭ＆Ａを実現させている。

また、後継者を育てる勉強会も好評で、地元企業の発展に貢献している。

Ｍ＆Ａ、後継者教育etc

Ｍ＆Ａで会社を次の世代へ。
Ｍ＆Ａの成功には、譲渡先の選定やタイミングなど重要なポイントを
いくつも押さえる必要があります。私たちはこれまでに培った豊富な
知識や経験と、全国７カ所の営業所や各地の地域金融機関などとの
密なネットワークを活用し、関与先に最適なＭ＆Ａをご提案します。

 良質なＭ＆Ａ案件を常時多数掲載。
 Ｍ＆Ａマッチングサイト

「Ｍ＆Ａ市場 ＳＭＡＲＴ」
ストライクが運営する
Ｍ＆Ａマッチングサイト
「Ｍ＆Ａ市場 ＳＭＡＲＴ」には、
常時1000件以上のニーズを掲載。
最適な相手をスピーディーに
見つけることが可能です。

Ｍ＆Ａに関するご相談・ご連絡は・・・〈Ｍ＆Ａ対応提携企業〉

TEL.03-3340-4488（担当：奥山）           価値あるM&Aの創出に、まっすぐです。
東京都千代田区六番町３番地
六番町ＳＫビル５Ｆ

譲渡
ニーズ

買取
ニーズ

成立

M&A市場
SMART

関与先のメリットを
まず一番に考える

――Ｍ＆Ａ支援に携わるようになったキッカ
ケを教えて下さい。
　関与先のある社長が、自身が経営するグル
ープ会社の１社について、後継者不在の悩み
を抱えていました。ある日、取引先の金融機
関の担当者に対し、その社長が冗談交じりで
会社の売却の話をしたところ、担当者がＭ＆
Ａに乗り気になってしまい、社長から私のとこ
ろへ相談の電話がかかってきました。それま
で中小企業のＭ＆Ａをサポートしたことはあ
りませんが、個人的にＭ＆Ａの仲介会社であ
る㈱ストライクの荒井社長と面識があったの
で、そのことを告げると、私どもにＭ＆Ａを支
援してほしいと言われました。それが、Ｍ＆Ａ
支援に携わるようになったキッカケですね。

――実際にＭ＆Ａを支援してみて、いかがで
したか。
　非常に大変でした。特に、社長はゼロから
事業を立ち上げてきましたので、これまで一
緒に働いてきた社員のこと、会社のことが頭
に浮かび、自分の選択は本当に正しいのか、
いつも心が揺れ動いていました。夜中に電話
がかかってきたこともありますが、そのよう
な時に支えてあげられるのは、まさに会計事
務所ではないかと思います。

――最終的にＭ＆Ａは上手く実現したのでしょ
うか。
　株式譲渡という形で売却しましたが、売り
手と買い手の双方にとって非常にメリットの
あるＭ＆Ａが実現できました。買った側は、
デューデリの審査どおりに経営状態も良く、
大手会社のシナジー効果によって利益も上が
っています。新しい会社の下、役員や社員も
元気に働いていますが、何より驚いたのは、
グループ会社から離れても忘年会に参加する
など、今でも付き合いが続いていることで
す。また、買った側の経営者や顧問税理士の
了承の下、私自身もその会社の顧問契約を引
続きお願いされました。

――買い手側のサポートをされた経験はありま
すか。
　実は、最初にＭ＆Ａ支援を行ったグループ
会社の社長から、新しい事業展開を模索する
に当たり、会社の買収について相談を受けま
した。新たに事業を始める場合、ノウハウな
どを蓄積し、実際に事業が動き出すまでには
時間もかかります。そこで、社長は既存の事
業を買い取ることで、それらの問題を一気に
解決できると考えたわけです。私は再び㈱ス
トライクの担当者と協力し、買い手側として

も素晴らしいＭ＆Ａを行うことができました。

――Ｍ＆Ａを成功させる秘訣は何でしょうか。
　秘訣なんてありませんが、私どもは仲介会
社を紹介して終わりではなく、関与先のメリ
ットを一番に考え、最後まで一緒になって行
動しています。Ｍ＆Ａが終わった後も、関与
先がメリットを享受できたか、しっかり検証
します。もし、メリットがなければ、私ども
の責任問題に発展するリスクもありますの
で、生半可に仲介業者を勧めるようなことは
しません。ただ、買う側も売る側も、それぞ
れ妥協できない部分も出てきますので、Ｍ＆
Ａが成功するか否かは、仲介会社の力量にも
大きく左右されると思います。

――仲介会社の㈱ストライクに対し、小山先生
はどのように評価していますか。
　売り手と買い手の双方がハッピーになるＭ
＆Ａを全力で実現させる、そんな強い気持ち
で仲介を進めてくれますので、非常に信頼し
ています。単に売り手と買い手の主張を伝え
るだけの仲介では、互いの意見がぶつかって
Ｍ＆Ａは前進しないでしょう。

――経営者に対して会社を売却する話はしに
くいと思いますが、いかかですか。
　私どもは関与先の経営まで踏み込んで支援
していますが、会社の将来を考えた場合、事
業承継は避けて通れない問題です。ですか
ら、会社の事業承継や後継者についてどう考
えているか、関与先の経営者に日頃から質問
しています。その中で、後継者が見つからな
い経営者にはＭ＆Ａという方法をアドバイス
しますが、それは選択肢のひとつに過ぎませ
ん。まずは経営者の思いを聞き、ベストな事
業承継対策を考えています。後継者が決まっ
ている場合でも、経営者としてふさわしい人
物でなければ、会社を成長させることはでき
ませんので、後継者を集めた勉強会も開催し
ています。

――どのようなことを勉強するのでしょうか。
　会計や財務、マーケティングや経営戦略の
立て方、経営理念などをテーマとして取り上
げ、毎月１回、１年かけて勉強します。参加
者は様々な業種で働き、年齢もバラバラのた

め、非常に刺激になるようです。合宿も行っ
ていますが、そこで参加者の絆もかなり深ま
ります。最後は卒業式を行い、自身が学んだ
ことを発表してもらいます。出席したご両親
（現経営者）の中には、涙を流されている方
もいますね。また、地元の金融機関にも卒業
式に出席してもらい、後継者の成長ぶりを見
てもらっています。

――勉強会の講師は誰が務めているのでしょ
うか。
　私どもの職員が行っていますが、経営に関
する知識やノウハウはありませんので、それ
こそ寝る間も惜しんで勉強していました。一
通り勉強した後、事務所内で講義を披露して
もらいますが、当然、いろいろとダメ出しを
されます。それから何度も修正し、２回、３
回とレクチャーを行ってから本番に臨みま
す。ものすごく時間をかけて勉強しますの
で、職員の負担を考えて１年おきに開催して
います。最近は、外部から講師の依頼を受け
る職員も出てきました。関与先の後継者を育
てることが目的ですが、むしろ教える側が一
番勉強になっているといえますね。

――顧問先の中には医療機関も多いと聞きま
したが、医療の現場でも事業承継は問題と
なっていますか。
　ドクターの高齢化だけでなく、資格ありき
の世界ですので、事業承継に悩んでいる医療
機関は少なくありません。しかも、地方は医
師不足という問題を抱えていますので、病院
やクリニックが廃業すれば、近隣の住民に大
きな影響を及ぼします。今後、医療の世界で
は、様々なスタイルの事業承継が出てくると
思います。

――少子高齢化によってＭ＆Ａ支援のニーズ
はさらに高まってきそうですね。
　そうですね。私どもは売る側と買う側の両
方のＭ＆Ａに携わってきましたが、事業の継
続や会社の成長において、Ｍ＆Ａが非常に有
効であることを肌で感じできました。ただ、
私どもがＭ＆Ａ支援を行っていることは、関
与先にもほとんどアナウンスしていません。
最近になってホームページにＭ＆Ａの情報を
掲載しましたが、少しずつ実績も積み上がっ
てきましたので、案件の秘密厳守を徹底しつ
つ、これからは外部に向けてＭ＆Ａ支援に関
する情報を発信していこうと考えています。
私どものＭ＆Ａ支援が少しでも地元の経営者
のお役に立ち、地域経済の活性化に貢献でき
たら嬉しいですね。
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　税制改正を控え、相続税が注目されていま
す。そのような中、相続税の節税プラン（一
時所得転換プラン）としてよく行われている
保険料相当額を子供や孫に贈与するものにつ
いて考えていきます。
　国税庁のホームページをみると下記事例が
掲載されています。

　毎年、基礎控除額以下の贈与を受けた場合
　親から毎年100万円ずつ10年
間にわたって贈与を受ける場合
には、各年の受贈額が110万円の

基礎控除額以下ですので、贈与税がかか
らないことになりますか。

　各年の受贈額が110万円の基礎
控除額以下である場合には、贈
与税がかかりませんので申告は

必要ありません。
　ただし、10年間にわたって毎年100万
円ずつ贈与を受けることが、贈与者との
間で約束されている場合には、1年ごと
に贈与を受けると考えるのではなく、約
束をした年に、定期金に関する権利（10
年間にわたり毎年100万円ずつの給付を
受ける権利）の贈与を受けたものとして
贈与税がかかりますので申告が必要で
す。
　なお、その贈与者からの贈与について
相続時精算課税を選択している場合に
は、贈与税がかかるか否かにかかわらず
申告が必要です。（相法24、相基通
24-1）

　保険料相当額を子供や孫に贈与して、保険
事故（死亡）が発生した際には相続税の課税
ではなく、子供や孫の一時所得課税となると
いうプランですが、国税庁のウェブにこの記
載があるからでしょうか？
　税理士が書いたブログ等では「未成年者で
ある子供等に対して毎年の生命保険料相当額
の贈与を行なうと連年贈与になる（保険料相
当額の総額を一括贈与したことになる）」と
いう記事も散見されます。しかし、これは本
当に連年贈与になってしまうのでしょうか？
具体的な内容の前に昭和58年９月に国税庁か
ら出た「生命保険料の負担者の判定につい
て」という事務連絡を見てみましょう。

１、被相続人の死亡又は生命保険契約の
満期により保険金等を取得した場合若し

くは保険事故は発生していないが保険料
の負担者が死亡した場合において、当該
生命保険金又は当該生命保険契約に関す
る権利の課税に当たっては、それぞれ保
険科の負担者からそれらを相続、遺贈又
は贈与により取得したものとみなして、
相続税又は贈与税を課税することとして
いる（相法３①一、三、５）。
※生命保険金を受け取った者が保険料を
負担している場合には、所得税（一時所
得又は雑所得）が課税される。
２、生命保険契約の締結に当たっては、
生計を維持している父親等が契約者とな
り、被保険者は父親等、受取人は子供等
として、その保険料の支払いは父親等が
負担している、というのが通例である。
このような場合には、保険料の支払いに
ついて、父親等と子供等との間に贈与関
係は生じないとして、相続税法の規定に
基づき、保険事故発生時を課税時期とし
てとらえ、保険金を受け取った子供等に
対して相続税又は贈与税を課税すること
としている。
３、ところが、最近、保険料支払能力の
ない子供等を契約者及び受取人とした生
命保険契約を父親等が締結し、その支払
保険料については、父親等が子供等に現
金を贈与し、その現金を保険料の支払に
充てるという事例が見受けられるように
なった。
４、この場合の支払保険料の負担者の判
定については、過去の保険料の支払資金
は父親等から贈与を受けた現金を充てて
いた旨、子供等（納税者）から主張があ
った場合は、事実関係を検討の上、例え
ば、①毎年の贈与契約書、②過去の贈与
税申告書、③所得税の確定申告書等にお
ける生命保険料控除の状況、④その他贈
与の事実が認定できるものなどから贈与
事実の心証が得られたものは、これを認
めることとする。

　これを読めば、「①毎年の贈与契約書、②
過去の贈与税申告書、③所得税の確定申告書
等における生命保険料控除の状況、④その他
贈与の事実が認定できるものなどから贈与事
実の心証が得られたものは、これを認めるこ
ととする。」とありますので、毎年の保険料
相当額の贈与をしても、保険料相当額の総額
を一括贈与したことにはならないのです。
　当然ですが、内心的には保険契約の継続を
予定していたとしても、実際にはいつ解約す
るかは分からないのが生命保険です。また、
今年は贈与したとしても来年は贈与するかど
うかが分かりませんから、毎年の保険料相当
額の贈与を行なっていたとしても、連年贈与
として否認されることは基本的にはあり得な
いのです。もし、これを否認しようとするな
らば、課税庁側に「当初から保険料の『総
額』を贈与することが確定していたこと」を
立証する責任が出てきますが、これを立証で
きるケースはまずないでしょう。
　だから、生命保険料相当額の贈与をするプ
ランは連年贈与になることなく成立し得るの
ですが、そのためには上記の①～④の条件を
満たしておくべきでしょう。もちろん、ここ
は法的な要件ではありませんが、後々の税務
調査でのトラブルを考えれば、適正に準備し

ておくことに越したことはありません。
　それから、補足ですが、「贈与税の申告さ
えしていれば贈与は成立している」と考えら
れている方もいますが、そうではありませ
ん。実際、平成19年６月26日の裁決でも次の
記載があります。民法における贈与の考え方
も含めて、ご覧頂ければと思います（下線は
見田村が追加）。

（２）　法令解釈
イ　親権者が未成年の子に対して贈与す
る場合の贈与契約の成立について贈与契
約は諾成契約であるため、贈与者と受贈
者において贈与する意思と受贈する意思
の合致が必要となる（民法第５４９条
《贈与》）が、親権者から未成年の子に
対して贈与する場合には、利益相反行為
に該当しないことから親権者が受諾すれ
ば契約は成立し、未成年の子が贈与の事
実を知っていたかどうかにかかわらず、
贈与契約は成立すると解される。
ロ　贈与税の申告事実と贈与事実との関
係について納税義務は各税法で定める課
税要件を充足したときに、抽象的にかつ
客観的に成立するとされ、贈与税の場合
は、贈与による財産の取得の時に納税義
務が成立する（通則法第15条《納税義務
の成立及びその納付すべき税額の確定》
第２項第５号）とされるが、この抽象的
に成立した贈与税の納税義務は、納税者
のする申告により納付すべき税額が確定
（申告納税方式）し、具体的な債務とな
る。このような申告事実と課税要件事実
との関係については、「納税義務を負担
するとして納税申告をしたならば、実体
上の課税要件の充足を必要的前提要件と
することなく、その申告行為に租税債権
関係に関する形成的効力が与えられ、税
額の確定された具体的納税義務が成立す
るものと解せられる」（高松高裁昭和58
年３月９日判決）と示されていることか
らすると、贈与税の申告は、贈与税額を
具体的に確定させる効力は有するもの
の、それをもって必ずしも申告の前提と
なる課税要件の充足（贈与事実の存否）
までも明らかにするものではないと解す
るのが相当である。そうすると、贈与事
実の存否の判断に当たって、贈与税の申
告及び納税の事実は贈与事実を認定する
上での一つの証拠とは認められるもの
の、贈与事実の存否は、飽くまでも具体
的な事実関係を総合勘案して判断すべき
と解するのが相当である。

　いかがでしょうか？このプランを実行され
ている場合でも毎年の贈与契約書を交わして
いるケースは少ないかと思いますが、後々の
トラブルを想定すれば、毎年の贈与契約書は
あった方が無難でしょう。過去の裁決や判決
を読んでも贈与の事実があったことは「推
認」されるとして納税者が勝った事例もあり
ますが、このような事例でも当初から非の打
ちどころのない贈与がされていれば、争いに
はならなかったと思われます。お客様がこう
いうプランを実行されるならば、それが問題
にならないように「毎年の」贈与契約書の作
成などをアドバイスすることが重要といえま
す。

平成５年早稲田大学教育学部国語国文学科卒。自動車メーカー、
太田・細川会計事務所（現OAG税理士法人）、（株）タクトコンサルテ
ィング・本郷会計事務所を経て、平成14年１月に株式会社日本中央
会計事務所の代表取締役に就任。平成14年４月に日本中央税理士
法人 代表社員に就任。「ちょっと待った!! 社長！御社の税務調査コ
コが狙われます!!」（すばる舎リンケージ）、「朝９時までの『超』仕事
術」（インデックス・コミュニケーションズ）など著書も多数。

Q

A

毎年の生命保険料相当額を贈与したら、
連年贈与として否認されるのか？



お客様の集金業務を最短・確実にお手伝いします。
オンライン型「Ｍｙ集金ＮＥＴ」は、取引先等の口座から定期的な販売代金等の
請求額を引き落とし、請求者（お客様）の取引金融機関にまとめて入金する自動
集金システムです。税理士先生からの紹介がご利用条件となります。
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集金代行サービス Ｍｙ 集金 ＮＥＴ
オンライン型

毎月28日
取引先等の口座より
請求額を引き落とし

取扱金融機関

振替日の10営業日後
請求者（お客様）の口座へ
まとめて振り込み

取扱金融機関

税理士協同組合
集金代行

口座振替のメリット ご契約の流れ

ご利用料金

こんな集金業務にご利用ください！

集金業務の省力化

入金率が向上、資金計画が立てやすい

顧客サービスの向上

・ 販売代金　・ 諸会費　・リース料
・ 積立金　　・ 貸しビルテナント料
・ 駐車料　　・ 新聞雑誌等の定期購読料 etc

　当社担当者と打ち合わせ
　　◆ご利用開始日、スケジュールを確認
　　◆取扱金融機関やログイン設定など操作手順の説明
　　◆その他、ご不明点を説明いたします。

　「預金口座振替による集金代行業務委託契約書」を締結
　および「Ｍｙ集金ＮＥＴ利用申込書」をご提出

　当社より、お客様専用のＩＤ・パスワードを発行
　
　ご利用開始

口座振替利用基本料 1,500円 （振替実施月のみ）

口座振替請求手数料 240円 （請求１件につき）

指定口座への振込料 300円 （振込１回につき）
　　　　　　　　　　　　　　　   　　　上記金額には別途消費税がかかります。

〈参考金額〉
・請求件数10件の場合
　　　1,500円＋240円×10件＋300円＝4,200円
　　　　　　　　　　　   ☞　１件あたり420円
・請求件数50件の場合
　　　1,500円＋240円×50件＋300円＝13,800円
　　　　　　　　　　 　  ☞　１件あたり276円

「My 集金 NET」の利用時間
毎日：AM８：００～PM１０：００（土・日・休日も利用できます）
※下記期間はご利用できません。　
　・ 毎月の第２土曜日　・ 毎年の５月３日～５日、12月29日～1月３日

　お申込み・お問い合わせは・・・

　取扱指定会社

　　　決済サービス部　　☎03-3345-0888

税理士報酬専門の口座振替による自動集金システムです。
 e-ＮＥＴ( オンライン型 ) と
ＰＯＳＴ( 郵送型 ) の２つの方式から選べます。

関与先１件から
ご利用できます。

〈特許第5117097号〉

報酬自動支払制度 検  索

〒163-1588 東京都新宿区西新宿 1-6-1 新宿エルタワー 29階

税理士協同組合事務代行社

税理士協同組合の

【お問い合わせ・資料請求は】
税理
士とそ

の関与先のために

e-NETの集金支援システム特許取得！

ホームページより利用申込書を作成し、
新規お申込みいただいた先生へ

新規申込 プ レ ゼ ン ト

もれなく、QUOカード
プレゼント1,000円分

ご紹介頂いた先生が本制度をご利用された場合

ご 紹 介 者 プ レ ゼ ン ト

ご紹介者に、QUOカード
プレゼント3,000円分

お知り合いの先生をご紹介ください。

顧問料の集金なら、報酬自動支払制度にお任せください！
おかげさまで40周年！

（株）
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おかげさまで創立40周年

個人所得課税関係の改正ポイント

●給与所得控除額の引下げ
　平成24年度の税制改正時に見
直しがされた給与所得控除(所法
28、57の2、同別表第五)の課税
強化が再び行われる見込みだ。
　今回の改正案では、現行の給
与収入の上限額1500万円に対す
る控除上限額245万円について、
28年分では給与収入上限額1200
万円超に対して控除上限額を230
万円と引き下げる。また、次年の
29年分では1000万円超に対して
220万円へと順次引き下げること
となる。

●ゴルフ会員権等の譲渡に関す
る損益通算を規制
　生活に通常必要でない資産
（所令178、25）を譲渡して損失
が生じた場合は、損益通算や雑
損控除の対象から除外される
が、この資産の範囲にゴルフ会員
権やレジャー会員権が含まれる
ことになる。これまで、何度も改
正議論の俎上に乗ってきては業
界団体等の反対で潰えてきた
が、とうとう実現となる見通し。
　税理士としては、顧問先の所
得状況等に応じて保有ゴルフ会
員権等の譲渡を平成26年３月中
に行うように指導することが求め
られよう。
　この改正で注目されるのが、施
行日だ。個人所得課税は基本的

に年分課税であるため、１月１日
からの施行が原則だが、今回の
改正では26年４月１日以後とさ
れており、その原則が覆されるこ
とになる。この改正を先例とする
ことによって、今後も個人所得課
税については同様に施行日が年
の途中となる改正が増加するこ
とも想定される。

●取得費加算特例の課税強化
　相続により取得した土地、建
物、株式等を一定期間内に譲渡
した場合には、相続税額のうち一
定金額を譲渡資産の取得費に加
算することができる、いわゆる取
得費加算特例（措法39）に制限
が加わる。平成24年10月に会計
検査院が本特例に対して問題あ
りとして意見を表明したことへの
措置となる。
　現行制度では、上記の取得費
に加算できる一定金額として、相
続したすべての土地等の相続税
額の全額となっているが、改正案
では、加算の範囲を実際に譲渡
した土地等に限ることとしてい
る。現行制度は平成５年度税制改
正によるものだが、今回の改正に
よって、それ以前の特例の姿に戻
される。
　本改正の施行日は、平成27年
１月１日以後に開始する相続・遺
贈により取得した資産とされて
おり、相続税の基礎控除の引下
げと同時の課税強化となる。本特
例の改正は相続対策の見直しの

ための一要素ともなるため、譲渡
時期や対象土地等の選定等の対
応に迫られることになろう。

法人課税関係の改正ポイント

●大法人に対する交際費等の損
金算入制限の緩和

　周知のとおり、現行の税制では
資本金１億円超の大法人に対す
る交際費等の損金算入は認めら
れていないが、改正案では交際
費等のうち飲食費について、その
支出額の50％までを損金として
認めることとしている。
　一方、中小法人に対する交際
費課税は800万円を限度に損金算
入が認められているが、大法人
に対する課税緩和を受けて、上
記飲食費50％との選択適用が可
能となる。
　ここで問題となるのが、交際費
として認められる飲食費の範囲
だ。これについては、5000円以下
の少額飲食費の特例（措法61の4
③二、措令37の5）に関する法人
税基本通達61の4（1）－15の2で
明らかにされているので、それに
準じて取り扱うこととなる。

資産課税関係の改正ポイント

●医業継続に関する相続・贈与税
の納税猶予制度の創設
　25年度改正で非上場株式等に
ついての相続税・贈与税の納税
猶予の特例 (措法70の7の2)の要
件の緩和がなされたが、実は同
特例では、医療法人が適用対象
から外れている。今回の改正で
は、この医療法人に焦点をあてた
相続税と贈与税の納税猶予制度
が創設される。
　これまで「出資持分の定めの
ある医療法人」は、相続等に伴っ
て持分の清算に迫られ、これを払
い戻すことで医療法人の経営基
盤が揺らいでしまうことから、事
業の継続が危惧されてきた。そ
こで、新制度の創設にあたって、
「出資持分法人」から「出資持分
なし法人」への移行を条件とし
て、相続税と贈与税の納税猶予
が認められることになる。
　相続税の納税猶予は、持分な
し法人への移行を条件に、移行
期間の満了まで納税が猶予さ
れ、移行期間内に相続人を含め
た出資者が持分のすべてを放棄

すれば納税は免除となる。また、
贈与税については、ある出資者
が持分を放棄した場合には、そ
の放棄した持分部分について他
の出資者の持分の価値が増加す
ることになり、その分が贈与と見
なされるわけだが、これも持分な
し法人への移行を条件として移
行期間の満了まで納税が猶予さ
れ、移行期間内に他の出資者全
員が持分のすべてを放棄すれば
猶予税額が免除されることとな
る。
　このように本特例の適用に際
しては、問題とされる一人医療法
人にも出資持分なし法人への移
行を迫ることになり、また持分の
価値が相当に増加している法人
に限定されることから、本特例の
適用にあたっては法人の状況を
十分に勘案する必要があろう。

消費課税関係の改正ポイント

●消費税簡易課税制度のみなし
仕入率の見直し

　今年４月の消費税率の引上げ
は、益税の問題も浮上させること
となる。平成24年10月に会計検
査院は簡易課税制度（消法30、
37、消令57）でみなし仕入率が
妥当ではない業種があるとして
見直しを求めていたが、その是
正が今回の改正で行われる。
　具体的には、これまで第４種事
業であった保険代理店等の金融
保険業は第５種事業（みなし仕入
率60％→50％）とされる。ま
た、不動産業については第５種事
業であったが、新たに第６種事業
を設けみなし仕入率を40％とす
る。
　ここでいう不動産業には、主と
して不動産の売買，交換，賃貸，
管理又は不動産の売買，貸借，交
換の代理・仲介を行う事業所、そ
して駐車場の経営も含まれるこ
とから、経営上の影響は大きいと
想定される。
　実務では、簡易課税と本則課
税により計算した消費税額との
比較を行うことによって、有利選
択が迫られることとなる。その際
には、簡易課税制度選択（不適
用）届出書などの届出や届出期
限（選択をしよう（やめよう）と
する課税期間の初日の前日まで）
の失念にも注意されたい。
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平成26年度税制改正の概要が明らかとなった。相続税の増税が行われた平成25年度税制
改正に比べると、小粒感が否めない改正項目が並んでいるが、給与所得控除の見直しなど
関与先の経営・生活に直結する改正も盛り込まれているため、２月初旬に国会提出が予定
されている改正税法法案などで、その詳細も確認しておきたい

平成26年度税制改正の着目点

◎その他の注目すべき改正項目
改正項目 改正の概要

個人事業主の債務について一定要件に基づき免除を受けたケース
で、減価償却等の評定に伴い評価損が生じた場合は必要経費への
算入を可能とする特例を創設。

●債務免除益の必要経費算
入特例の創設

●上場株式等の譲渡所得等
課税特例の改正

●民間投資活性化等のため
の改正

●地方法人税の創設

●国税不服申立制度の見直
し

●税理士制度の見直し

●特定居住用財産の買換特
例の改正

26年１月以後、特例の対象となる譲渡対価要件を１．５億円から１
億円へ引下げ。

同族会社が２７年１２月３１日以前に発行した私募債等で同族会社
株主が２８年１月以降に支払いを受けるものは２０％源泉分離課税
から除外。

①中小企業投資促進税制の拡充・延長
②中小企業者等の少額減価償却資産の即時償却特例の延長
③所得拡大促進税制の給与等支給増額要件を緩和
④生産性向上設備促進税制　　など

①税務代理権限証書を提出している税理士が作成した申告書に関
する税務調査では、同証書にその旨の記載がある場合には同税
理士だけに事前通知を行うことが可能に。
②平成２９年４月１日以後に公認会計士試験に合格した者に対する
税理士資格付与について、国税審議会が指定する税法に属する
試験科目合格者と同程度の学識を習得することができる研修に
ついて受講しなければならない。
③会費滞納者に対する処分や、懲戒処分を受けた税理士の業務停
止期間を１年以内から２年以内へ引上げなど、罰則を強化。

平成26年10月1日以後に開始する事業年度から法人住民税の一部
を国税化し地方法人税を創設。申告及び納付は、国（税務署）に対
して行う。

課税処分に不服がある場合に、異議申立てと審査請求という２段
階を経ることとなっている（通則法７５）が、異議申立ての前置をせ
ずに直接審査請求が可能に。これに伴い、これまでの「異議申立
て」は「再調査の請求」（仮称）と改称。




